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第１章 第６次くらよし男女共同参画プランの策定にあたって

１ プラン策定の趣旨

本市では、「倉吉市部落差別撤廃とあらゆる差別をなくする条例」（平成６（1994）年）に基づき、

人権を尊重する社会をめざしたまちづくりを進め、平成９（1997）年に「くらよし男女共同参画プラ

ン」を策定、平成15（2003）年に倉吉市男女共同参画都市宣言を行い、翌年の平成16（2004）年には

市民と協働で策定した「倉吉市男女共同参画推進条例」を制定する等、男女共同参画の推進に積極的

に取り組んできました。

国では、平成11（1999）年に制定された「男女共同参画社会基本法」で、だれもが性別にかかわり

なく互いにその人権を尊重し責任を分かち合い、その個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社

会の実現を21世紀における最重要課題として位置付けています。

平成27（2015）年には、少子高齢化や人口減少の急速な到来、格差と貧困の問題などに対応するた

め、女性の活躍を迅速かつ重点的に推進することを目的とする「女性の職業生活における活躍の推進

に関する法律」（以下、「女性活躍推進法」といいます。）が成立しました。令和３年度以降の国の第５

次男女共同参画基本計画では、「あらゆる分野における女性の参画拡大」を第１の政策領域に上げ、あ

らゆる意思決定の場での女性の参画拡大や女性活躍の機会を一層広げていくことをめざすなど、男女

共同参画社会の実現をさらに加速させる取り組みが進められます。

また、平成30（2018）年には、ワーク・ライフ・バランス1の実現に必要な働き方改革の推進に向け、

日本法における８本の労働法を改正する「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律

2」が成立し、男女共同参画や女性活躍の推進に影響のある法改正が進められています。

国際社会においては、平成27(2015)年に国連サミットにおいて採択された「ＳＤＧｓ（持続可能な

開発目標）3」の一つとして“ジェンダー4平等”が掲げられ、「すべての女性と女児に対する差別や暴

力をなくすこと」「介護や家事等の無償労働を認識・評価すること」「意思決定における女性の参画と

リーダーシップの機会を確保すること」などの具体的な目標が定められ、男女平等に向けた取り組み

が積極的に進められています。

少子高齢社会、人口減少社会における、雇用状況の変化や働き方・ライフスタイルが多様化する中

で、男女がともに健康で充実感を感じながら生活することができる環境づくり、職場・地域・社会の

活性化を図る様々な取り組みが必要です。また、近年、単身世帯やひとり親世帯が増加する中で、女

性は男性に比べ非正規労働者が多いことなどから、生活困難に陥りやすい状況にあります。特に大規

模災害の発生や感染症等の流行といった非常時には、女性の方が家庭での家事育児等の責任が集中し

1ワーク・ライフ・バランス：一人ひとりがやりがいや充実感を持ちながら働き、仕事上の責任を果たすとともに、家庭や地域生活などにお
いても、子育て期、中高年期といった人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できる状態をいい、そのための職場や社会環境を整え
ること。
2働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律：多様な働き方を選択できる社会を実現する「働き方改革」を推進するために８
本の労働に関する法律の改正を行う法律。雇用対策法、労働基準法、労働時間等設定改善法、労働安全衛生法、じん肺法、パートタイム労働
者法、労働契約法、労働者派遣法の改正法。
3ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）：P３の６参照
4ジェンダー：男女の生き方、役割、特性、関係性、性別分業などに関して、「こうあるべき」「こうあるのが自然」といった社会のなかで共有さ
れている考え方や価値観、社会規範や社会意識などと、それらと関連してつくりだされている社会制度や社会構造における性のありようのこと。
「女らしさ／男らしさ」「社会的な性役割」など、社会的・文化的な性別の区分の呼称とされることもあります。
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がちになる、職を失いやすい、ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス5）や性暴力が増加するなど、平

常時には隠れていた問題が表面化するため、あらゆる施策や活動を男女共同参画の視点で改めて考え

る必要があります。

こうした現状を踏まえ、これまでの取り組みを継承しつつ、社会情勢の変化などから生じている新

たな問題に対応するため、諸施策を総合的かつ計画的に推進する「第６次くらよし男女共同参画プラ

ン」を策定します。

２ プランの基本理念

倉吉市男女共同参画推進条例第３条の基本理念を基に、次の４項目をこのプランの基本理念とします。

（１）男女が性別による差別的取扱いを受けることなく、個人としての個性と能力を発揮でき、男女

の人権が尊重されること。

（２）男女の社会における活動の自由な選択に対し、性別による固定的な役割分担意識が影響を及ぼ

すことがないよう、社会における制度や慣行が配慮されること。

（３）市における施策又は事業者6における方針の立案及び決定に、男女が対等な構成員として参画す

る機会が確保されること。

（４）家族を構成する男女が、相互の協力と社会の支援の下に、子育て、家族の介護その他の家庭生

活における活動とその他の活動とを両立できるよう配慮されること。

３ プランの目標

このプランは、「男女共同参画のまちくらよし」の実現を目標とします。

男女がともに支え合い、それぞれの個性と能力を発揮できる、豊かで活力にあふれたまちをめざし

「男女がともに活躍できる環境づくり」「安心・安全に暮らせる社会づくり」「男女共同参画社会の実

現に向けた基盤づくり」という３つの基本目標をもって体系化しています。

４ プランの期間

このプランの期間は、「第12次倉吉市総合計画【前期基本計画】」の期間に合わせて令和３（2021）

年度から令和７（2025）年度の５年間とします。ただし、社会情勢の変化やこのプランの推進に合わ

せ、必要に応じて内容の見直しを行います。

５ プランの位置付け

このプランは、男女共同参画社会基本法第14条第３項及び倉吉市男女共同参画推進条例第８条第

１項の規定に基づき、男女共同参画社会の実現に関する施策を、市が市民・事業者と協働で総合的に

推進する計画です。また、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第２条の３第３項

5ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）：Domestic Violenceの略。配偶者や恋人など親しい人間関係にあるパートナーからの暴力のことを
いい、ＤＶと略されます。殴る、蹴るといった身体的暴力だけでなく、言葉による精神的暴力などいろいろな形で身近に存在します。配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律は、性別にかかわらず配偶者（「内縁関係」や「事実婚」、離婚した配偶者を含む。）等から
の暴力の被害者を対象としており、配偶者暴力相談支援センターの設置や保護命令など被害者保護のための措置を定めています。
6事業者：倉吉市男女共同参画推進条例に定義されている事業者。市内に事務所または、事業所を有する法人及び個人その他団体のこと。
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の規定に基づく基本計画及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律第６条第２項の規定に

基づく推進計画としても位置付けるものです。

そして、このプランは、「第12次倉吉市総合計画【前期基本計画】」の個別計画であり、関連する市

の他の個別計画と整合性を図るものとします。

６ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ（エス･ディー･ジーズ）:Sustainable Development Goals

（サスティナブル･ディベロップメント･ゴールズ））の推進

平成 27（2015）年に国連サミットにおいて採択されたＳＤＧｓは17のゴール（目標）の下に 169

のターゲット（具体的目標）を定め、「誰一人取り残さない」社会の実現をめざし、経済、社会及び環

境をめぐる広い範囲の課題に対して総合的に取り組むこととされ、そのゴール５には「ジェンダー平

等とすべての女性・女児のエンパワーメント7」が掲げられています。このプランでは、国がＳＤＧｓ

を推進するために再構築した８つの優先課題のうち、主に「あらゆる人々が活躍する社会、ジェンダ

ー平等の実現」の達成をめざします。

７ 市民の意見を取り入れたプランづくり

このプランの策定にあたっては、市民の男女共同参画に関する意識や意見等を反映させるために、

次のような方法を用いました。

（１）男女共同参画に関する市民意識調査8

7女性・女児のエンパワーメント：女性・女児が「力をつけること」をいい、女性・女児一人ひとりが、法的、経済的、政治的な力や自己決定
能力などの力をつけていくことです。そのことにより、女性・女児の社会的な力を高め、政策・方針決定過程へ参画していくことをめざすも
のです。日本ではこの言葉は1980年代から広く知られるようになりましたが、女性運動進められる中で、「本来持っている能力を自らまた
は人との関わりの中で引き出すこと」と再定義されています。
8男女共同参画に関する市民意識調査：倉吉市内に在住する18歳以上の市民（準世帯を除く）2,000人（住民基本台帳から無作為に、男
女・年齢・地区別に抽出）を対象に令和２年６月実施。有効回答者数804人、有効回答率40.5％。平成27年度調査は20歳以上の市民
1,000人を対象。
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男女共同参画についての市民の意識や要望を把握するため、令和２（2020）年度倉吉市男女共同

参画に関する市民意識調査（以下、「男女共同参画に関する意識調査」と表記します。）を行いまし

た。また、毎年実施している倉吉市市民意識調査9（以下、「市民意識調査」と表記します。）の男女

共同参画に関する部分の結果を参考としました。

（２）くらよし男女共同参画推進スタッフ10によるワークショップ

地域の男女共同参画を推進していくために必要なことについて、市内各地区から男女各１名ずつ

委嘱しているくらよし男女共同参画推進スタッフにワークショップ形式で意見を聞きました。

（３）倉吉市男女共同参画推進市民会議

倉吉市男女共同参画推進条例の規定に基づき、このプランに掲げる施策の内容を諮問し、答申を

受けたものです。

（４）パブリックコメント等

市民の意見を反映させるため、第６次くらよし男女共同参画プラン（案）をホームページに掲載

し意見を募集するとともに、市内で男女共同参画を推進する団体や個人の方に意見を広く求めまし

た。

８ プランを推進するための市の体制等

このプランを推進するため、副市長を本部長とする倉吉市男女共同参画推進本部（市の部長職で構成）

及び幹事会（市の関係課長職で構成）で課題について協議を行い、全庁的に施策の見直し等に取り組み

ます。

また国、鳥取県において推進すべき施策については、連携を図り、あらゆる機会を通じて積極的に

働きかけを行います。

さらに、このプランは、男女共同参画社会の実現のため行政、市民、事業者がお互いに理解と協力

をもって進めるものであり、市民・事業者の皆様の積極的な参画を期待します。

※ 詳細は、P23「男女共同参画を実現するプランの推進」のとおりです。

9市民意識調査：まちづくりを計画的・総合的に進めていくために、市民の生活実態や問題意識・市の政策についての満足度を把握し、今後
のまちづくりの方針や施策の展開の参考にするために行う調査。倉吉市内に在住する20歳以上の市民（準世帯を除く）2,500人（住民基本
台帳から無作為に、男女・年齢・地区別に抽出）を対象に毎年５月実施。令和２年度調査有効回答者数1256人、有効回答率50.25％。
10くらよし男女共同参画推進スタッフ：くらよし男女共同参画推進スタッフ会設置要綱参照。市内各地区自治公民館協議会等からの推薦や公
募による人で構成されている市の男女共同参画を推進の啓発活動に協力します。
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第２章 基本目標・重点目標・施策

基本目標１ 男女がともに活躍できる環境づくり

（重点目標１）政策・方針決定における男女共同参画の実現

【現状と課題】

倉吉市では、第３次くらよし男女共同参画プラン（平成18（2006）～22（2010）年度）から審議会

11等における女性登用率の目標を40％と定め、これを達成するための取り組みを行ってきましたが、そ

の実績は、平成27（2015）年度に31.6％、令和２(2020)年度に 30.4％と停滞しています。背景とし

て、団体等から委員として推薦される人が男性の代表者である場合や、当該団体等の役員に女性が少

ないことが考えられます。

男女共同参画に関する意識調査において

も、「民生委員や審議会委員など公的な活動」

での役を頼まれた場合に断ると回答した人

は男女全体で56.5％であり、このうち男性が

50.5％であったのに対して、女性は61.3％と

いう結果でした。（図1）

これは、家事の負担があるため会議に出席

しにくい時間帯がある等、性別による固定的

役割分担意識12等を背景として、女性が活動し

やすい機会の提供と環境づくりが十分でな

いため役員を引き受けることに消極的であ

ること等がうかがえます。

今後、女性があらゆる分野に参画し、審議

会等の委員における男女の割合の均衡を図

るため、男女それぞれが意識改革やさらなる

人材の掘り起こしをする必要があります。ま

た、審議会等の設置に関する規程において女

性委員についての規定を置く等の施策を進

めるため、学習機会の提供等による女性の人

材発掘・人材養成及び市民活動の支援により

女性のエンパワーメントを図ることが重要

です。

11審議会：地方自治法（第202条の３）に基づく審議会で、法律若しくはこれに基づく政令または条例の定めにより、その事項について調停、審
査、審議または調査等を行う機関。倉吉市においては国民健康保険運営協議会（令和２年４月１日現在）他24の審議会が設置されています。
12性別による固定的役割分担意識：「男は仕事、女は家庭」等のように、男性、女性という性別を理由として役割を固定的に分ける考え方のこ
と。

図 1

＊「引き受ける」の内訳は、①「頼まれたら喜んで引き受ける」

②「家庭のことなど周囲の状況が許せばできるだけ引き受ける」

③「できれば引き受けたくないが、やむを得ず引き受ける」を合算したもの。

このうち③の割合が最も多い。
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【評価指標】

【施策の方向①】審議会等への女性の積極的登用

市政に男女の多様な考え方を反映させるため、市の審議会等の委員における女性登用率を40％に設

定し、女性参画を推進します。

【施策の方向②】女性の能力開発と人材育成の推進

政策・方針決定における女性のエンパワーメントを図るため、啓発講座等を開催し女性の能力開発

の機会を確保するとともに人材育成を推進します。

13委員会:地方自治法（第180条の５）に基づく委員会で、法律の定めにより設置が義務付けられています。倉吉市においては、教育委員会、
選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業委員会が設置されています。
14倉吉市女性人材登録制度：審議会等の市の政策・方針決定の場で積極的に女性に参画する機会を提供するため、また、地域における女性リ
ーダーの要請を促進するために専門的な知識、経験等をもつ女性を登録する制度。登録者の専門分野等を参考に審議会委員等の委員選考時に
活用します。
15鳥取県男女共同参画センター「よりん彩」：鳥取県の男女共同参画社会をつくるための啓発、情報提供、相談、活動支援を行う拠点施設。だ
れでも自由に利用ができる交流サロンや図書の貸し出し、保護者同伴で利用できる子ども室などが完備されています。（倉吉未来中心１階）

評価指標 基準値(R２) 目標値(R７)

公的審議会・委員会13等の女性登用率 30.4％ 40.0％

倉吉市女性人材登録制度14による登録者数 42人 55人

施 策 施策の内容 所 管

審議会等の設置に関する規程

に女性委員についての規定を

置く等の施策の実施

女性委員の割合が低い分野の審議会等に

おいて、審議会等の設置に関する規程に

女性委員に関する規定を置く施策の実施

人権政策課

審議会・各種委員会の

関係課

女性人材登録制度の周知と登

録の推進

女性人材登録制度について市報やホーム

ページ等での情報提供と人材活用の推進

人権政策課

施 策 施策の内容 所 管

日本女性会議 2022 in 鳥取く

らよしの開催及びその後の継

続した女性活躍の機運醸成

日本女性会議 2022 in 鳥取くらよしの開

催に向けた準備等各種取り組み及び大会

開催により女性活躍の機運醸成と人材育

成につなげる

人権政策課

市内の男女共同参画推進団体

等市民団体や労働団体との連

携・協働による啓発

男女共同参画推進団体や労働団体と連携

し、その企画・意見を取り入れた講座の開

催による人材育成の推進を図る

人権政策課

鳥取県男女共同参画センター

「よりん彩」15との連携

よりん彩との連携による意識啓発及びリ

ーダー養成

人権政策課
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（重点目標２）働く場における男女共同参画の実現（女性活躍推進法に基づく推進計画）

【現状と課題】

倉吉市の就業者のうち女性の比率は 47.4％

で、女性の労働力率（15歳以上の女性総人口に

占める労働力人口の割合）は51.6％となってい

ます。女性の労働力率を年齢階級別にみると、

結婚、出産、子育て期も継続就業する人が全国

平均に比べて高く、Ｍ字カーブ16の窪みはほとん

どみられません。（図2）

また、女性の管理的職業従事者割合は18.7％

で、全国平均の 16.4％及び鳥取県 17.9％に比

べて高い傾向がみられます。（平成27年国勢調査）

女性の就業環境は、法律や制度等の改正が進

み、性別による固定的役割分担意識や男性中心の職場意識にもわずかに変化がある一方で、雇用機会

や待遇の面等でいまだ男女格差があります。

男女共同参画に関する意識調査では、男女の平等感を問う設問において職場については、「男性が優

遇されている」と回答した人は55.6％あり、平成27年度調査時と比較してあまり変わっていません。

一方、職場の現状を問う設問においては、「管理職に男性が多い」と回答した人は55.0％、「賃金・昇

給・定年制など待遇に男女格差がある」と回答した人は19.8％で、具体的な管理職や待遇の男女格差

について「格差がある」とする回答の割合は若干減少傾向にあります。（図3）

16M字カーブ：日本の女性の労働力率を年齢階級別にグラフ化したとき、30歳代を谷とし、20歳代後半と40歳代後半が山
になるアルファベットのMのような形になること

図 3

図 2
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働く場における女性の活躍推進に関連する設問では、「女性がいきいきと仕事をしている」と回答し

た人は 38.9％あり、「子どもの学校行事などへ参加するための休暇が取りやすい」と回答した人は

58.0％でした。また、男女が対等に働くために必要なこととして、「結婚や出産にかかわらず働き続け

られる職場の雰囲気をつくる」、「男女ともに能力に応じた昇進、昇格を行う」、「男女ともに、能力が

発揮できるように配置を行う」などへの回答が多くありました。女性の働きやすい職場環境づくりに

向けた取り組みが求められていることがうかがえます。

育児休業制度及び介護休業制度について、「給与の補償があれば利用したい」と回答した人の割合は、

育児休業制度で64.0％、介護休業制度で62.9％でした。また、これらの制度について、「利用すれば

収入が減る」と回答した人は56.4％、「仕事が忙しく利用できない」と回答した人は37.3％、「職場で

の理解が得られない」と回答した人は28.1％でした。前回調査よりも育児休業制度･介護休業制度を

利用したい人が増加しており、また、その職場においても休暇を取りやすい制度の整備がなされつつ

あり、徐々に女性活躍推進法等による国の施策の効果が現れてきていると考えられます。

人口減少や少子高齢化が進む中、働き方や暮らし方、家族のあり方も多様化しています。そして、

長時間労働を前提とした働き方は、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調和）の実現を阻むも

のです。

このため、男女ともにそれぞれのライフスタイルに合わせた仕事と家庭の両立ができる多様な働き方

を可能とする雇用環境の整備や男性の働き方の見直し等による働き方改革の推進が求められるととも

に、女性が自らの意思でその個性と能力を発揮し、職業生活において活躍するための積極的な女性の登

用、就労、起業等に向けた一層の取り組みの推進及び相談体制の整備を行っていく必要があります。

また、ハラスメント（相手方に不利益や損害を与え、個人の尊厳や人格を侵害する行為）が社会的

な問題となっており、だれもがいきいきと働き続けるためには、安心して働ける環境を作らなければ

なりません。

【評価指標】

【施策の方向①】性別に関係なく能力が発揮できる職場環境の整備の推進

性別に関係なく個性と能力を十分に発揮することのできる環境の整備が、人材の有効活用や経営の

効率化につながるという意識啓発を推進します。

施 策 施策の内容 所 管

事業所への情報提供及びＰＲ

活動

ホームページでの情報提供や倉吉市男女

共同参画推進まちづくり表彰制度をはじ

めとした関連制度の周知

人権政策課、商工観光

課

17家族経営協定：家族経営が中心の農業において、家族一人ひとりの役割と責任を明確化し、男女を問わず意欲を持って取り組めるようにす

るため、農業経営方針、労働報酬、休日などについて家族の十分な話し合いに基づき文書で取り決めるものです。

評価指標 基準値(R2) 目標値(R７)

男女ともに働きやすい職場環境を構築する市内の男女共同参画

推進企業の認定数

102社

(R2.6 末)
140 社

農業経営における「家族経営協定」17の締結件数 38件(R1) 53 件

しごと定住促進課

yamasakia
取り消し線
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【施策の方向②】ワーク・ライフ・バランスの推進

男女がともにライフスタイルに応じて仕事、家庭生活、地域活動に参画することが企業や経済社会

の活性化や個人のゆとりある生活の充実につながるという意識啓発を推進します。

【施策の方向③】女性の職業生活における活躍の推進

正規雇用、非正規雇用といった雇用形態、自営業等の就業形態にかかわらず、知識・経験を蓄積し

た女性の出産・育児等による離職を防ぎ、女性の働きやすい職場環境づくりの推進と継続就業につな

がる情報提供を行います。

また、起業をめざす女性に対して、事業経営に関する知識や情報を提供することで女性の起業を推

進します。

施 策 施策の内容 所 管

ワーク・ライフ・バランスに関

する情報提供

ワーク・ライフ・バランス推進に関する講

演会の開催や好事例の紹介等

人権政策課、商工観光

課

男性の働き方を見直す取り組

みの推進

男性の家事・育児・介護における参画に関

連する啓発事業の実施

人権政策課

18セクシュアル・ハラスメント：相手の気持ちに反した性的ないやがらせのことを指し、身体への不必要な接触や性的な発言、不快な環境
などがあげられます。特に職場で問題になることが多いことから、男女雇用機会均等法で事業主の防止義務が規定されています。男女雇用
機会均等法(昭和60年制定)は、職場での男女平等を確保し、女性が差別を受けずに、家庭と仕事が両立できるよう作られた法律で、平成
19年に改正され、「間接差別」の禁止、妊娠や出産などを理由とする退職強要や職種・配置転換などの不利益な扱いの禁止、さらに女性だ
けでなく男性へのセクハラ防止対策を企業へ義務付けています。

施 策 施策の内容 所 管

女性が働きやすい労働条件や

職場環境の整備に関する啓発

及び女性の職域拡大や管理職

登用に向けた啓発

倉吉市男女共同参画推進まちづくり表彰

制度による好事例について市報及びホー

ムページ等での紹介による啓発

人権政策課

女性の就労相談事業の実施及

び就労・子育てサービスに関

する情報提供

関係機関と連携した就労相談事業の実施 子ども家庭課

関係機関との連携による再就

職のための情報提供

県及び関係機関が開催する再就職のため

の相談窓口に関する情報提供

人権政策課、子ども家

庭課、商工観光課

起業に関する相談・指導及び

チャレンジ支援の啓発と情報

提供

・チャレンジショップに関する情報提供

・創業サポート窓口の倉吉商工会議所等

への設置や創業セミナーの開催

商工観光課

関係機関による起業に関する相談会の開

催及び情報提供

図書館

セクシュアル・ハラスメント18

等各種ハラスメント防止のた

めの啓発及び相談・支援体制

の情報提供

・セクシュアル・ハラスメント等各種ハラ

スメント防止のための啓発及び研修講師

の派遣を斡旋する等企業の取組の支援

・国・県・市その他の相談・支援体制に関

する情報の提供

人権政策課

しごと定住促進課

しごと定住促
進課

しごと定住促進課

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線
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【施策の方向④】農業、商工業等における女性労働者の権利の確保

農業、商工業に従事する女性に対して、女性の役割の重要性と一人の労働者としての権利が確保さ

れるよう研修機会の提供に努めます。

（重点目標３）地域における男女共同参画の実現

【現状と課題】

男女共同参画に関する意識調査では、地域活動への参加について25.7％の人が「町内会や自治会

活動」に参加しており、「イベントや祭り」は17.1％、「環境美化・リサイクル活動」は10.2％、「活

動していない」人は17.3％でした。（図4）

また、自治会や町内会の役員（館長や部長）を頼まれた場合、男性の26.0％、女性の38.1％が

「理由をつけて断る」、「絶対に引き受けない」と回答する等、多くの人が地域での活動に積極的に参

画しておらず、また、関わりを避けようとする状況がうかがえます。

地域活動に関わる性別の傾向として、子ども会（育成会）や保護者会、ＰＴＡなど、子どもに関わ

る活動については女性の比率が高く、それ以外の活動においては男性中心となっている状況がみられ

ます。自治公民館においては、館長をはじめ役員に占める女性の割合は低く、総会など物事を決めて

いく会議等への出席については男性中心の傾向にあります。これは、家庭内の役割分担において、女

性は家事や子育てが中心となり、一方男性は外部との付き合いが中心となっていることが原因と考え

られます。

少子高齢化等の地域が抱える課題が多くある中で、活力ある地域社会を維持・向上していくために

は、男性女性双方の視点による地域づくりの推進と、子どもから高齢者までの地域の構成員が男女、

年代を超えて交流・参画し、だれもがその個性と能力を発揮し、みんなで補い合い支えあう男女共同

参画社会の実現が求められます。

施 策 施策の内容 所 管

農業経営における「家族経営協

定」の制度周知と締結の推進

経営方針や役割分担、家族全員が働きや

すい就業環境等について、家族間の十分

な話し合いに基づき取り決める「家族経

営協定」の制度周知と締結の推進

農林課

働きやすい職場環境づくりに

向けた商工会議所等と連携し

た啓発事業の実施

国の施策、制度を活用促進する研修会を

商工会議所等と連携して開催

人権政策課

商工観光課 しごと定住促進課

yamasakia
取り消し線
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【施策の方向①】地域活動への男女の積極的参画の推進

自治公民館活動などの地域活動への女性参画を促すため、組織の役員への女性登用や地域の慣行、

しきたりについて、男女共同参画の視点に立った啓発を推進します。

【施策の方向②】みんなで支えあう地域づくりの推進

地域における防災・防犯活動、福祉活動、環境保全・美化活動などの地域課題の解消や地域づくり

に向けた自主的な取り組みを支援し、女性の参画が拡大する取り組みを推進します。

施 策 施策の内容 所 管

地域における男女共同参画に

関する学習の推進

・同和教育・人権教育町内学習会等、地域

における研修での男女共同参画に関する

啓発

人権政策課

施 策 施策の内容 所 管

様々な地域活動における女性

リーダーの人材育成講座等の

開催

各地域課題に関する取り組みにおける男

女共同参画の視点の必要性を啓発し、女

性の参画が進んでいない分野における人

材育成に関する研修会の実施

人権政策課、生涯学習

課他

図 4

社会教育課

yamasakia
取り消し線
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基本目標２ 安心・安全に暮らせる社会づくり

（重点目標１）配偶者等に対する暴力の根絶（倉吉市ＤＶ防止計画）

【現状と課題】

配偶者や恋人など親密な関係にある、またはあった人から振るわれる暴力(以下、「ＤＶ」といいま

す。)は、重大な人権侵害行為です。男女が社会の対等なパートナーとして様々な分野で活躍するため

には、その前提として、このような暴力は絶対にあってはならないことです。配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に関する法律(以下、「ＤＶ防止法」といいます。)において、その被害者を女性に

限定していませんが、実態としてＤＶ被害者の多くは女性です。 また、新型コロナウイルス感染症拡

大の影響による外出自粛や休業等による生活不安やストレスを原因とする配偶者からの暴力や性暴力

の増加・深刻化が懸念されています。

男女共同参画に関する意識調査では、男女を合

わせた全体で、「最近５年間に被害を受けた」と回

答した人は1.5％、「過去に被害を受けた」と回答

した人は5.0％、「身近に被害を受けた人がいる」

と回答した人は10.5％でした。男女別の割合では、

「最近５年間に被害を受けた」又は「過去に被害

を受けた」と回答した女性の割合は10.4％、男性

は2.5％でした。（図5）

その中で、男女合わせた全体で「どこにも誰に

も相談しなかった」と回答した人は25.9％ありま

した。（図6）相談しなかった理由は、「どこ（だれ）

に相談してよいのかわからなかった」と回答した

人は12.7％、「相談しても無駄と思った」と回答し

た人は14.1％、「自分にも悪いところがあると思っ

た」と回答した人は8.5％でした。

本市へのＤＶ相談件数は、平成29（2017）年度

に 19 件、平成 30（2018）年度に 28 件、令和元

（2019）年度に22件で推移しており、このほか、

警察や配偶者暴力相談支援センターなどの相談機

関への相談、届出があります。その一方で、相談先

がわからなかったり、被害を受けていても我慢し

ていたりするなど相談につながらないケースもあ

ると思われることから、潜在的被害件数はさらに

多い可能性があります。また、被害を受けてもそ

れをＤＶ被害と受け止めていない場合や、自らの

行動がＤＶであるという自覚がない加害者がいる

と考えられます。

図 5

図 6
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ＤＶを許さない社会の実現のためには、性別による固定的な役割分担意識や経済力の格差などの上

下関係の解消に向けた取り組みが必要です。若年層をはじめとした市民へのＤＶ防止のための予防教

育・啓発を強化し、被害者も加害者も作らない暴力を許さない意識の醸成をしていきます。そして、

被害者が相談しやすい体制づくりと相談窓口の周知、被害者の保護の際は聴き取りなどに配慮し、精

神的な立ち直り・自立を目指した切れ目のない支援を行うため、関係各課・関係機関が連携して取り

組みます。

【評価指標】

【施策の方向①】配偶者等の人権を侵害するあらゆる形態の暴力の防止と啓発活動の推進

ＤＶが重大な人権侵害であることを認識し、あらゆる形態の暴力の防止に向け、学校、地域、事業

所等に対する啓発活動及び学習機会の提供を行います。

【施策の方向②】相談・支援体制の充実

ＤＶについて、関係機関と連携して被害者への相談体制等の整備と支援の充実を図るとともに、被

害者及びその家族の一時保護、自立に向けて、市の関係部局、母子生活支援施設、配偶者暴力相談支

援センター、女性相談所、児童相談所などの関係機関との連携による被害者及びその家族の支援を行

います。

施 策 施策の内容 所 管

ＤＶの防止に関する講演会等

の開催、情報提供、啓発活動

県や関係機関と連携した街頭キャンペー

ン、ホームページ・チラシ等による啓発や

情報提供

子ども家庭課

防止月間における講演会等による啓発 人権政策課

施 策 施策の内容 所 管

ＤＶに関する相談・支援体制

の充実

・女性相談員の設置及び関係機関と連携

した相談者の状況に応じた相談体制の構

築

子ども家庭課

関係機関と連携した被害者

及びその家族に対する支援

の充実

県、警察、保護施設等と連携した被害者及

びその家族の生活の立て直しや法的手続

きに関する支援等の推進

子ども家庭課

評価指標 基準値(R２) 目標値(R７)

ＤＶの相談窓口を把握している人の割合 － 80.0％
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（重点目標２）男女の生涯を通じた健康支援

【現状と課題】

男女がお互いの身体的特質を十分に理解し合い、人権を尊重して思いやりを持って生きていくこと

は、男女共同参画社会の形成の前提となるものです。生涯にわたって健康で自分らしい生活を送るた

めには男女の異なる健康上の問題を社会全体で

総合的に支援することが必要です。特に女性は、

その心身状況が思春期、出産期、更年期、老年期

等の各段階に応じて大きく変化する特性があり、

その生涯にわたって適切な健康の保持増進が求

められます。

倉吉市における女性のがん検診の受診状況は、

平成 30（2018）年度の調査で、子宮がん検診が

19.2％、乳がん検診が11.1％であり、県内受診率

(子宮がん検診 24.7％、乳がん検診 16.5％)に比

べて低い状況となっています。（図7）

生涯を通じて地域の中で心豊かに暮らすため

に、男女がそれぞれの健康課題に対応できるよ

う、健康づくりや介護予防についての正しい知識

を普及し、健康づくり支援の充実を図ります。

【評価指標】

【施策の方向①】生涯にわたる男女の健康支援

心身及びその健康についての正確な知識・情報を得るための学習機会の提供や健康の維持・向上に

向け、男女が生涯を通じて健康で過ごせる環境づくりを推進します。

施 策 施策の内容 所 管

性別、年齢等にかかわらず、す

べての人が生涯を通じて心身

ともに健康で活力ある生活を

送るための環境整備・健康支

援

・男女の健康支援と妊娠・出産など女性の

健康と権利の啓発及びがん検診を実施

し、女性特有のがんに関する特定の年齢

の自己負担金を軽減

・健康教室や相談、研修会等における市民

の健康に対する意識向上を図る啓発活動

の実施

健康推進課

評価指標 基準値(R２) 目標値(R７)

子宮がん検診受診率(市検診対象者に対する率) 19.2％(H30) 50.0％(R5)

乳がん検診受診率(市検診対象者に対する率) 11.1％(H30) 50.0％(R5)

図 7

yamasakia
取り消し線
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【施策の方向②】妊娠・出産等女性の健康と権利の啓発

女性が妊娠・出産期において、安心して子どもを産み育てられるよう健康保持増進を図ります。

また、喫煙、アルコール、性感染症等、女性の健康をおびやかす問題について啓発に取り組みます。

（重点目標３）だれもが安心して暮らせる環境整備

【現状と課題】

高齢者や障がい者、ひとり親家庭、外国にルーツを持つ人、性的マイノリティを社会全体で支えて

いく考え方に立ち、女性であることで複合的に困難な状況に置かれることなく、一人ひとりが安心し

て充実した生活を送ることができる支援が必要です。

また、性別や国籍、障がいの有無、家族の状況にかかわらず、一人ひとりの個性と能力を十分に発

揮できるような生活環境を確保していく必要があります。そのためには、性的マイノリティ20に対す

る人権侵害等が生じないよう啓発する等社会における理解促進や、多文化共生の視点から外国にルー

ツを持つ人21に対する支援が必要です。

加えて、日本各地で地震や台風などの大規模な自然災害が頻発する中、過去の災害経験から、大規

模災害においては、特に女性や子ども、様々な困難を抱える人々が、より多くの影響を受けることが

指摘されています。

このため、災害などの非常時に一方の性別に負担が集中し困難が深刻化しないよう、男女共同参画

の視点に立った防災・復興の取り組みの促進や、様々な困難を抱える個人の主体性を尊重しつつ必要

な支援を行うことで、その持てる力を引き出し、だれもが安心して暮らすことのできる環境の整備が

求められています。

施 策 施策の内容 所 管

妊娠・出産に関する制度の

充実

安心して出産・育児ができるよう、妊産婦

の健康保持のための啓発、健康診査や不

妊治療に関する助成の実施

子ども家庭課

妊娠・出産等の女性の健康と

権利（リプロダクティブ・ヘル

ス／ライツ19）に関する情報

提供

妊娠・出産に関する正しい知識、思いがけ

ない妊娠を防ぐという観点を含めた発達

段階に応じた性に関する教育及び啓発

健康推進課、子ども家

庭課、学校教育課

すべてのカップルと個人が持つ性と生殖

に関する権利（リプロダクティブ・ライ

ツ）に関する啓発

人権政策課

19リプロダクティブ・ヘルス／ライツ：1994年の国際人口・開発会議で提唱された概念。自分の生涯にわたる性と生殖に関する健康を主体
的に確保する必要があるという考え方。「リプロダクティブ・ヘルス」＝妊娠・出産できる年齢にある男女だけでなく、思春期以降生涯にわ
たる性と生殖に関する健康のこと。「リプロダクティブ・ライツ」＝すべてのカップルと個人が、子どもの数、出産時期、子どもを産むか産
まないかを選ぶ自由や、安全な妊娠、出産、子どもを健康に生み育てるための情報と手段を得ることができる権利などが含まれています。
20性的マイノリティ：同性を好きになる人や、自分の性に違和感を覚える人、または性同一性障害などの人々のこと。ＬＧＢＴ(レズビア

ン、ゲイ、バイセクシャル、トランスジェンダー)のほか、体の性と心の性が一致しており異性を好きになるタイプにあてはまらないＬＧＢ
Ｔ以外の人も含み、「性的少数者」、「セクシュアルマイノリティ」ともいいます。
21外国にルーツを持つ人：日本に在住する日本国籍を有しない人、または、両親・祖父母等のいずれかが、外国に祖先（ルーツ）を持つ日

本国籍を有する人。

yamasakia
取り消し線



- 16 -

【評価指標】

【施策の方向①】高齢者、障がい者、ひとり親家庭への支援と自立促進

家庭生活における自立を図るとともに、社会を支える一員として地域とのつながりを深めるための

取り組みを推進します。

【施策の方向②】多様な性を認める地域づくり

性的マイノリティの人が自分らしく暮らせる環境を整備するため、引き続き社会全体の正しい認識

と理解を促進する取り組みを進め、関係機関と連携して相談体制の構築を図ります。

【施策の方向③】外国にルーツを持つ人が暮らしやすい環境づくりの推進

外国にルーツを持つ人が安心して暮らしやすい環境の整備を推進するため、情報提供や相談窓口の

充実を推進します。

施 策 施策の内容 所 管

「地域包括ケア推進計画」に

基づいた支援の充実

・高齢者の自立支援のために必要な相談

体制及び関係機関と連携した支援の提供

長寿社会課

｢倉吉市障がい者プラン｣に基

づいた支援サービスの充実

障がい者の自立及び社会参加の支援等の

ために必要な障がい福祉サービス等の提

供体制の確保

福祉課

「倉吉市ひとり親家庭等自立

支援計画22」に基づいた支援サ

ービスの充実

ひとり親家庭等の自立支援のために必要

な相談体制及び関係機関と連携した支援

サービスの提供

子ども家庭課

施 策 施策の内容 所 管

多様な性のあり方についての

社会的な理解の促進

・地域・事業所等における啓発

・教育の場における教職員研修の機会の

確保や情報提供、及び児童生徒への学習

の推進

人権政策課

学校教育課

性の多様性に関する相談体制

の強化、居場所づくり等

鳥取県や関係機関と連携した相談窓口の

設置及び居場所づくりの推進

人権政策課

申請書等の性別記載欄の見

直し

性的マイノリティの人権擁護の観点から

の申請書や証明書等の公文書における性

別記載欄の見直しの徹底

関係課

22倉吉市ひとり親家庭等自立支援計画：倉吉市子ども・子育て支援事業計画の部門計画。近年増えているひとり親家庭(母子家庭・父子家庭)

の自立支援策を計画的に推進するものです。

評価指標 基準値(R1) 目標値(R７)

支え愛マップづくりに取り組む自治会作成率 37.6％ 65.0％
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【施策の方向④】男女共同参画の視点に立った防災活動の推進

市防災会議の委員への任命など、防災に関する政策・方針決定過程及び防災の現場における女性の

参画を拡大し、地域における生活者の多様な視点を反映した防災対策の実施により地域防災力の向上

を図ります。

【施策の方向⑤】メディアリテラシーの向上

ＳＮＳや携帯ゲーム機等の新たなコミュニケーションツールの広がりに伴い、性犯罪をはじめ、多

様化する犯罪や人間関係上のトラブルに巻き込まれないよう、インターネットをはじめ、新聞雑誌、

テレビ、ラジオなどのメディアを通じて流れる情報を子どもたちが適切に収集・判断し活用すること

ができる能力（メディアリテラシー）を高めます。また、青少年の健全な育成が図られる環境づくり

を推進します。

施 策 施策の内容 所 管

相談機関の充実と情報提供 ・市報・ホームページで相談窓口の周知

・よくある相談などの情報をホームペー

ジで公表

地域づくり支援課

行政文書の平易化や外国語

表記等による情報提供体制

の充実

ふりがなを振る、理解しやすい表現に置

き換えるなどの工夫の実施

地域づくり支援課

関係課

市民と外国にルーツを持つ人

が共同で取り組む交流活動

・国際交流事業、国際理解講座の推進

・就学前教育・保育機関、学校等の交流会

等による啓発

地域づくり支援課

子ども家庭課

学校教育課

外国にルーツを持つ人のため

の日本語学習機会の提供

外国にルーツを持つ人のための日本語学

習講座の開催による言葉及び文化の理解

支援

人権政策課

施 策 施策の内容 所 管

女性の視点を取り入れた防災

体制の推進

男女共同参画その他の多様な視点を取り

入れた訓練・研修、避難所運営の実施並び

に避難所資材及び機材の整備

防災安全課、人権政策

課

施 策 施策の内容 所 管

学校での学習活動 情報モラル教育を推進し、正しい情報を

選択活用する基礎的能力の育成と、情報

処理端末の正しい活用の理解促進

学校教育課

地域住民、保護者等を対象に

した学習活動

メディアリテラシーに関する情報につい

ての研修会開催等による普及

生涯学習課、学校教育

課、子ども家庭課、人

権政策課

推進 
 

人権政策課

観光交流課

社会教育課

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線
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基本目標３ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤づくり

（重点目標１）男女共同参画を実現する啓発活動の推進

【現状と課題】

男女共同参画に関する意識調査において、各分

野における男女の平等感を聞いたところ、「学校教

育の場」では52.6％の市民が平等であると回答し

ています。しかし、「社会通念・習慣、しきたり」

では76.8％、「政治や行政の施策・方針決定」では

65.4％、「職場」では55.6％の人が「男性のほうが

優遇されている」と回答しています。（図8）依然と

して男女の不平等感が根強いことが表れており、

「社会通念・習慣、しきたり」では、男性のうち

16.7％、女性のうち29.4％の人が「男性が非常に

優遇されている」と感じており、女性の方がより多

く不平等感を感じています。この傾向は「学校教育

の場」を除く各分野において見られます。

また、「男は男らしく、女は女らしく育てる」に

肯定的な回答は30.7％、否定的な回答は39.7％、

「男性が仕事中心なのは仕方がない」という考え

方に肯定的な回答は 33.1％、否定的な回答は

39.8％でした。そして、「夫は外で働き、妻は家庭

を守るべき」という考え方に肯定的な回答は

10.6％、否定的な回答は58.3％でした。（図9）性別による固定的役割分担意識は徐々に解消されつつ

ありますが、依然として根強く存在していることがうかがえます。

図 8

図 9
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このような意識を変えていくことにより、だれもが互いにその人権を尊重し、性別にかかわりなく、

男女の特性を踏まえその個性と能力を十分に発揮できる男女共同参画社会を実現するために、様々な

機会を通じて積極的に広報・啓発活動に取り組む必要があります。

【評価指標】

【施策の方向】性別による固定的役割分担意識の解消と男女共同参画社会の形成に向けた理解の促進

男女が性別による固定的役割分担意識にとらわれることなく、個性と能力を十分に発揮できる環境

をつくるとともに、男女がお互いに人権を尊重し、協力し合える人間関係を築くための啓発・広報活

動を推進します。

男女共同参画推進のための取り組みをより効果的に推進するため、くらよし男女共同参画推進スタッフを

設置し、市民啓発を行います。

施 策 施策の内容 所 管

「倉吉市男女共同参画推進月

間23」における啓発の推進

「倉吉市男女共同参画推進月間」におけ

る啓発活動、男女共同参画推進講演会の

開催

人権政策課

市の広報紙、ホームページ等

による広報・啓発活動

市の広報紙、ホームページ等による男女

共同参画推進施策に関する情報提供及び

啓発活動の実施

人権政策課

市民意識や実態の調査・分

析・研究、これらの成果につい

ての情報提供の充実

市民意識調査や実態調査を実施し、分

析・研究し、それらの成果についてホーム

ページで情報提供

人権政策課

23倉吉市男女共同参画推進月間：国の男女共同参画週間（６月23日～29日）に合わせ、６月を倉吉市における男女共同参画を推進する取り

組みを重点的に行う月間としています。

評価指標 基準値(R２) 目標値(R７)

社会における男女の機会均等が図られていると思っている市民

の割合(市民意識調査で「そう思う」「どちらかといえばそう思

う」と回答した人の割合)

45.0％(R1) 53.0％

男性は外で働き女性は家庭を守るべきという考え方に反対する

市民の割合(市民意識調査で「そう思わない」「どちらかといえば

そう思わない」と回答した人の割合)

83.5％(R1) 88.5％

家庭における家事、子育て、介護等を男女で分担して行っている

市民の割合
56.9％(R1) 67.0％
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（重点目標２）男女共同参画を実現する教育・保育・学習活動の推進

男女共同参画社会を実現するためには、男女共同参画に関する正しい認識と自立と自己実現を求め

る意識が必要です。人の意識や価値観は幼児期から形成されることから、発達段階に応じた教育を進

めるとともに、各ライフステージにおける教育・保育・学習活動が重要です。そのためには、教育や

保育の場、家庭、地域における教育・保育・学習活動が重要です。

【施策の方向】教育・保育の場、家庭、地域における男女共同参画に向けた教育・保育・学習活動の推進

教育・保育の場、家庭、地域において、男女平等を推進する教育、保育の充実と推進を図ります。

（重点目標３）家庭における男女共同参画の実現

男女共同参画に関する意識調査における「家庭での仕事の役割分担」について、男女別の集計にお

いて「自分が担っている」と回答した女性の割合は、「食事のしたく」の項目では78.3％（平成27年

度86.3％）、「食事の片付け」75.9％（同83.2％）、「洗濯」74.9％（同 81.3％）で、これらの割合は平

成27年度調査より低くなり、その代わりに「自分が担っている」とした男性の割合が増加していま

す。このほか、「日常の買い物」、「小さい子どもの世話」、「介護・看護」などについても同様の変化が

見られます。男性の意識も少しずつ変化していますが、女性が家庭での仕事を担っている割合は依然

として高い状況にあります。（図10）

家庭の構成員がいきいきと生活し、それぞれが自己実現を図っていくとともに、男女がともに多様

な活動に参加できる社会を実現するためには、女性に偏りがちな家庭での仕事の分担の見直しを行う

とともに、男女が働きながら子どもを生み育てることができ、地域活動等にも参加しやすい環境を整

備していくことが必要です。

また、固定的な性別役割分担意識を変革し、男性の家庭生活での自立を図る必要があります。その

ためにも、ワーク・ライフ・バランスの意義について、社会全体に浸透させていく必要があります。

さらに、子どもの頃から家庭の中で、性別に関係なく家事の分担や手伝いをするなど、家庭内の役

割分担を見直していく必要があります。

施 策 施策の内容 所 管

就学前教育・保育・学校教育に

おける人権の尊重、男女平等、

相互理解・協力について指導

の充実

就学前教育・保育における人権教育・保育

指針に基づいた「人権を大切にする心を

育てる」教育・保育の積極的な推進

子ども家庭課

学校教育における人権教育の指導計画に

基づいた指導

学校教育課

保護者活動への男性の参画と

リーダー職への女性参画の

促進

ＰＴＡ活動における父親への活動参加の

呼びかけと活動の工夫の推進及び諸会議

委員への女性登用に努める

学校教育課

各地区のコミュニティセンタ

ー、自治公民館、保護者会活動

等における学習機会の提供・

住民への情報提供

同和教育・人権教育町内学習会、部落解放

研究倉吉市集会において男女共同参画を

テーマとした学習の実施及び啓発講座の

開催による情報提供

人権政策課
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【施策の方向①】家事・育児・介護への男性の参画の促進

各種研修会等において、家庭生活における責任を男女がともに担う意識を高め、男性の家事、育児、

介護に関する技術習得等を支援します。

施 策 施策の内容 所 管

男性の家庭生活における家

事・育児・介護への参画を促進

する啓発

男性の家事・育児・介護への参画に関連す

る各種講演会、研修会の開催［再掲］

人権政策課

子どもの頃から家事の分担や

手伝いを習慣づけていくため

の啓発

・学校における生活科、家庭科、社会科で

の家族における役割の学習の実施

・家庭との連携として長期休業中を中心

に、家庭での家事分担の推奨、通信や学級

懇談等での保護者への啓発

・ＰＴＡ教育講演会での啓発

学校教育課、人権政策

課

相談体制の充実と情報提供 男性が家事・育児・介護に参画の上での相

談支援について、関係機関との連携及び

情報提供

人権政策課

図 10
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【施策の方向②】両立支援に関する情報の提供と関連制度の理解促進

育児・介護休業制度等の定着を促進するとともに働き続けやすい環境づくりを進めます。

施 策 施策の内容 所 管

育児・介護に関する支援サー

ビスの充実と情報提供

保育所、放課後児童クラブによる子育て

支援の充実と情報提供

子ども家庭課

家族介護者の負担軽減につながる支援 長寿社会課

各種機関団体との連携による

相談体制の充実と情報提供

地域包括支援センターにおける家族介護

者の相談支援及び関係機関への情報提供

長寿社会課

各種相談窓口の情報提供 人権政策課

両立支援に関する制度・施策

の企業への情報提供

両立支援に関する制度の情報提供 商工観光課

両立支援に関する制度・施策の情報収集

及び関連研修会の開催

人権政策課

しごと定住促進課

yamasakia
取り消し線
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◆ 男女共同参画を実現するプランの推進

男女共同参画社会の実現のためには、市が全庁的に男女共同参画の視点で地域づくり、まちづくり

の諸施策を総合的かつ効果的に推進することが必要です。また、施策の実施にあたっては、市民のニ

ーズを把握し、市民、事業者との協働、また国、県その他の地方公共団体との連携を図ることを通じ

て、市民生活の中に男女共同参画の視点や考え方が広がる取り組みを推進します。

そして、プランの成果を把握するため年次報告書を作成し、倉吉市男女共同参画推進市民会議の意

見を求め市民に公表します。

【施策①】推進体制の充実

＜主な施策・事業＞

○倉吉市男女共同参画推進市民会議の開催

○倉吉市男女共同参画推進本部会議・幹事会24の開催

○市民からの男女共同参画に関する施策に対する苦情、性別による差別的取扱いその他についての相

談窓口の充実

○女性職員の昇進・管理的役職への積極的登用に向けた計画的育成

○ハラスメント防止に関する職員の相談・苦情窓口の充実

○次世代育成支援対策推進法及び女性活躍推進法に基づく「特定事業主行動計画」の推進

〇くらよし男女共同参画推進スタッフの設置による啓発推進

【施策②】市民・事業者との連携・協働と啓発の充実

＜主な施策・事業＞

○｢くらよし男女共同参画推進スタッフ｣、「あすをつくる倉吉女性塾」等の男女共同参画関係団体等と

の連携・共同による啓発の推進

○国及び他の地方公共団体と連携した啓発等の推進

○市民・事業者・団体及びＮＰＯ法人25等との連携・協働による研修会・講座等の開催

【施策③】点検・評価

＜主な施策・事業＞

○プランの進捗について各課の状況を毎年取りまとめ、倉吉市男女共同参画推進市民会議に報告し、

情報を市民に公開します。

24倉吉市男女共同参画推進本部会議・幹事会：倉吉市男女共同参画推進条例第17条の規定に基づき、男女共同参画社会の形成に関する施策

を円滑かつ効果的に推進するため、倉吉市男女共同参画推進本部を設置し、推進本部の所掌事務を効果的に遂行するため幹事会を置くもの
です。
25ＮＰＯ法人：Non-Profit Organizationの略。特定非営利活動法人。行政や企業とは別に社会に貢献する活動を行う非営利の民間組織。
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【資 料】

資料１

倉吉市男女共同参画推進条例

平成 16年 12 月 17 日条例第 30 号

目次
前文
第１章 総則（第１条―第７条）
第２章 基本的施策（第８条―第17条）
第３章 倉吉市男女共同参画推進市民会議

（第18条―第22条）
第４章 補則（第23条）
附則
市は、倉吉市部落差別撤廃とあらゆる差別をな

くする条例（平成６年倉吉市条例第20号）を制定し、
人権を尊重する社会を目指したまちづくりを進め、
また、くらよし男女共同参画プランを策定し、倉吉
市男女共同参画都市宣言（平成15年）を行うなど、
男女共同参画社会の推進に積極的に取り組んでき
ました。しかし、男女の役割を固定的にとらえる意
識が依然として根強く存在しており、真の男女共
同参画の達成には、まだ多くの課題が残されてい
ます。
また、少子高齢化、高度情報化、国際化の進展等、

急速に変化する社会環境に対応していく上で、一
人ひとりの人権が尊重され、社会のあらゆる分野
で、その個性と能力を十分に発揮できる機会が確
保され、共に喜び共に責任を分かち合う男女共同
参画社会を実現することが重要です。
このような中で、市民参加による条例づくりを

目指して発足した倉吉市男女共同参画推進条例を
つくる会において、幅広い市民の多様な考えを集
約した提言が取りまとめられたところです。
市は、この提言を踏まえ、市、市民及び事業者と

の協働により男女共同参画社会を総合的かつ計画
的に推進することを決意し、ここにこの条例を制
定します。

第１章 総則
（目的）

第１条 この条例は、男女共同参画社会の形成に
関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責
務を明らかにするとともに、市の施策の基本的
な事項を定めることにより、男女共同参画社会
の形成を総合的かつ計画的に推進し、もって男
女共同参画社会の実現を図ることを目的とする。

（定義）
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用
語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(１) 男女共同参画社会 男女が、社会の対等
な構成員として、自らの意思によって社会の
あらゆる分野における活動に参画する機会が
確保され、もって男女が均等に政治的、経済
的、社会的及び文化的利益を享受することが
でき、かつ、共に責任を担うべき社会をいう。

(２) 積極的改善措置 前号に規定する機会に
係る男女間の格差を改善するため必要な範囲
内において、男女のいずれか一方に対し、当
該機会を積極的に提供することをいう。

(３) 事業者 市内に事務所又は事業所を有す
る法人及び個人その他の団体をいう。

（基本理念）
第３条 男女共同参画社会の形成は、次に掲げる
事項を基本理念として推進されなければならな
い。
(１) 男女の個人としてその尊厳が重んじられ、
性別による差別的取扱いを受けることなく、
一人ひとりがその個性と能力を発揮する機会
が確保されることを旨として、男女の人権が
尊重されること。

(２) 社会における制度又は慣行が、性別によ
る固定的な役割分担意識を反映して、男女の
社会における活動の自由な選択に対し、影響
を及ぼすことがないよう配慮されること。

(３) 市における施策又は事業者における方針
の立案及び決定に、男女が対等な構成員とし
て参画する機会が確保されること。

(４) 家族を構成する男女が、相互の協力と社
会の支援の下に、子育て、家族の介護その他
の家庭生活における活動とその他の活動とを
両立できるよう配慮されること。

（市の責務）
第４条 市は、男女共同参画社会の形成を主要な
施策として位置付け、前条に規定する基本理念
（以下「基本理念」という。）にのっとり、国際
社会や国内の情勢を踏まえ、男女共同参画社会
の形成の推進に関する施策（積極的改善措置を
含む。以下同じ。）を総合的に策定し、及び実施
する責務を有する。
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２ 市は、男女共同参画社会の形成の推進に当た
り、市民、事業者、国及び他の地方公共団体と相
互に連携と協力を図るよう努めるものとする。
（市民の責務）

第５条 市民は、基本理念にのっとり、家庭、地域、
職場、学校その他の社会のあらゆる分野におい
て、自ら進んで男女共同参画社会の形成の推進
に寄与するよう努めるものとする。

２ 市民は、市が実施する男女共同参画社会の形
成の推進に関する施策に協力するよう努めるも
のとする。
（事業者の責務）

第６条 事業者は、その事業活動を行うに当たっ
ては、基本理念にのっとり、男女共同参画社会の
形成の推進に努めるものとする。

２ 事業者は、市が実施する男女共同参画社会の
形成の推進に関する施策に協力するよう努める
ものとする。
（性別による権利侵害の禁止）

第７条 何人も、次に掲げる行為を行ってはなら
ない。
(１) 家庭、地域、職場、学校等のあらゆる場に
おける性別による差別的取扱い

(２) 家庭、地域、職場、学校等のあらゆる場に
おける性的な言動により相手方の生活環境を
害する行為又は相手方に不利益を与える行為

(３) 配偶者等に対する身体的又は精神的な苦
痛を与える暴力的行為
第２章 基本的施策

（基本計画）
第８条 市長は、男女共同参画社会基本法（平成11
年法律第78号）第14条第３項の男女共同参画社
会の形成の促進に関する施策についての基本的
な計画（以下「基本計画」という。）を策定する
ものとする。

２ 市長は、基本計画の策定に当たっては、市民及
び事業者の意見を反映できるよう努めるととも
に、第18条に規定する倉吉市男女共同参画推進
市民会議の意見を聴くものとする。

３ 前２項の規定は、基本計画の変更について準
用する。
（情報の収集及び調査研究）

第９条 市は、男女共同参画社会の形成の推進に

関し、必要な情報の収集及び調査研究を行うも
のとする。
（普及広報活動）

第10条 市は、基本理念に対する市民及び事業者
の理解を深めるために必要な普及広報活動を実
施するものとする。

２ 市は、学校教育をはじめとする家庭、地域、職
場等あらゆる分野の教育を通じて、基本理念に
対する理解が深まるよう努めるものとする。

３ 市は、基本理念に対する市民及び事業者の関
心と理解を深めるため、倉吉市男女共同参画推
進月間を設けるものとする。
（年次報告）

第11条 市長は、毎年、男女共同参画社会の形成の
推進に関する施策の実施状況についての報告書
を作成し、これを公表するものとする。
（活動の支援）

第12条 市は、市民及び事業者の男女共同参画社
会の形成の推進に関する活動について、情報の
提供その他の必要な支援に努めるものとする。
（家庭生活とその他の活動の両立支援）

第13条 市は、男女が共に、家庭生活における活動
と職場や地域等における活動とを両立できるよ
うに、子育て、家族の介護等において必要な施策
を積極的に推進するものとする。
（附属機関等の委員の構成）

第14条 市長その他の市の執行機関は、附属機関
等の委員を任命し、又は委嘱する場合には、積極
的改善措置を講ずることにより、男女の数が均
衡するよう努めるものとする。
（相談申出への対応）

第15条 市は、性別による差別的取扱いその他の
男女共同参画社会の形成の推進を阻害する要因
による人権の侵害に関して、市民又は事業者か
ら相談の申出があった場合は、関係機関等と連
携し適切な措置を講ずるよう努めるものとする。
（苦情申出への対応）

第16条 市長は、市が実施する男女共同参画社会
の形成の推進に関する施策又は男女共同参画社
会の形成の推進に影響を及ぼすと認められる施
策に関し、市民又は事業者から苦情の申出があ
った場合は、適切な措置を講ずるよう努めるも
のとする。
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２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の申
出への対応に当たり、第18条に規定する倉吉市
男女共同参画推進市民会議の意見を聴くことが
できる。
（推進体制の整備）

第17条 市は、男女共同参画社会の形成の推進に
関する施策について円滑かつ総合的に推進する
ために必要な体制を整備するものとする。

２ 市は、市民及び事業者の男女共同参画社会の
形成の推進に関する取組みを支援する活動拠点
の整備に努めるものとする。
第３章 倉吉市男女共同参画推進市民会議

（市民会議の設置）
第18条 市は、男女共同参画社会の形成の推進に
関する施策及び重要事項を調査審議するため、
地方自治法（昭和22年法律第67号）第138条の４
第３項の規定に基づき、倉吉市男女共同参画推
進市民会議（以下「市民会議」という。）を設置
する。
（市民会議の組織等）

第19条 市民会議は、15人以内の委員をもって組
織する。この場合において、男女のいずれか一方
の委員の数は、委員の総数の10分の４未満であ
ってはならない。

２ 委員は、市民及び学識経験を有する者等のう
ちから市長が委嘱する。

３ 委員の任期は２年とする。ただし、委員に欠員
が生じた場合の補欠委員の任期は、前任者の残
任期間とする。

４ 委員は、再任されることができる。
（会長及び副会長）

第20条 市民会議に会長及び副会長を置き、委員
の互選によりこれを定める。

２ 会長は、会務を総理し、市民会議を代表する。
３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき
又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
（会議）

第21条 市民会議の会議は、会長が招集し、会長が
議長となる。

２ 市民会議は、委員の半数以上が出席しなけれ
ば会議を開くことができない。

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否
同数のときは、議長の決するところによる。

（市民会議への委任）
第22条 第19条から前条までに定めるもののほか、
市民会議の運営に関し必要な事項は、市民会議
が定める。

第４章 補則
（委任）

第23条 この条例に定めるもののほか、この条例
の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
（施行期日）

１ この条例は、平成17年４月１日から施行する。
ただし、第８条第２項、第16条第２項、第18条
から第22条までの規定は、平成17年８月１日か
ら施行する。
（経過措置）

２ この条例の施行の際現に策定されている男女
共同参画社会の形成の促進に関する施策につい
ての基本的な計画は、第８条第１項の規定に基
づき策定された計画とみなす。
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資料２

倉吉市男女共同参画推進本部設置規程
平成17年11月１日訓令第16号

（設置）
第１条 倉吉市男女共同参画推進条例（平成16年
倉吉市条例第30号）第17条の規定に基づき、本
市における男女共同参画社会の形成に関する施
策（以下「施策」という。）について、円滑かつ
効果的に推進するため、倉吉市男女共同参画推
進本部（以下「推進本部」という。）を設置する。
（所掌事務）

第２条 推進本部の所掌事務は、次のとおりとす
る。
(１) 施策の総合的な推進に関すること。
(２) 施策の総合調整に関すること。
(３) その他男女共同参画の推進に必要な事項
に関すること。

（組織）
第３条 推進本部は、本部長、副本部長及び本部員
をもって組織する。

２ 本部長は、副市長をもって充て、副本部長は、
生活産業部長をもって充てる。

３ 本部員は、倉吉市企画審議会規程（平成９年倉
吉市訓令第５号）第２条第３号から第10号まで
に掲げる者のうちから本部長が任命する。
（本部長及び副本部長）

第４条 本部長は、会務を総理し、推進本部を代表
する。

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あ
るときはその職務を代理する。
（会議）

第５条 推進本部の会議は、本部長が必要に応じ
て招集し、本部長が議長となる。

２ 本部長は、必要があると認めるときは、推進本
部の会議に関係職員の出席を求め、意見又は説
明を聴くことができる。
（幹事会）

第６条 推進本部の所掌事務を効果的に遂行する
ため、推進本部に幹事会を置き、代表幹事及び幹
事をもって組織する。

２ 代表幹事は、人権政策課長をもって充てる。
３ 幹事は、市職員のうちから本部長が任命する。
（庶務）

第７条 推進本部の庶務は、生活産業部において
処理する。
（その他）

第８条 この訓令に定めるもののほか推進本部の
運営に関し必要な事項は、本部長が定める。

附 則
この訓令は、平成17年11月１日から施行する。
附 則（平成19年３月30日訓令第１号）

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。
附 則（平成20年３月26日訓令第１号）

この訓令は、平成20年４月１日から施行する。
附 則（平成22年４月21日訓令第４号）

この訓令は、平成22年４月21日から施行する。
附 則（平成23年３月31日訓令第１号）

この訓令は、平成23年４月１日から施行する。
附 則（平成27年３月26日訓令第６号）

この訓令は、平成27年４月１日から施行する。
附 則（平成30年３月30日訓令第１号）

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。
附 則（令和２年３月30日訓令第６号）

この訓令は、令和２年４月１日から施行する。
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資料３

倉吉市男女共同参画推進本部

１ 本部長 副市長

２ 副本部長 生活産業部長

３ 本部員 総務部長

４ 〃 健康福祉部長

５ 〃 建設部長

６ 〃 上下水道局長

７ 〃 教育委員会事務局長

幹事会

（令和２年４月１日現在）

１ 代表幹事 人権政策課長

２ 幹事 総務課長

３ 〃 企画課長

４ 〃 防災安全課長

５ 〃 職員課長

６ 〃 地域づくり支援課長

７ 〃 農林課長

８ 〃 商工観光課長

９ 〃 福祉課長

10 〃 子ども家庭課長

11 〃 保険年金課長

12 〃 長寿社会課長

13 〃 健康推進課長

14 〃 建築住宅課長

15 〃 教育総務課長

16 〃 学校教育課長

17 〃 生涯学習課長

18 〃 図書館長

19 〃 農業委員会事務局長
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社会教育課長

しごと定住促進課長
観光交流課長 

yamasakia
取り消し線

yamasakia
取り消し線
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取り消し線
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取り消し線
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資料４
くらよし男女共同参画推進スタッフ会設置要綱
（設置）
第１条 倉吉市男女共同参画推進条例（平成 16 年
倉吉市条例第 30 号）第 17 条の規定に基づき、
男女共同参画社会の実現をめざし、市民と行政
がともに連携をとりながら家庭、地域及び職場
において男女共同参画の理解を深めるための啓
発活動を行う「くらよし男女共同参画推進スタ
ッフ会」（以下「スタッフ会」という。）を設置す
る。

（役割）
第２条 スタッフ会は、次に掲げる役割りを担う
ものとする。
(１) 男女共同参画に対する住民への理解を推
進すること。

(２) 市が行う住民に対する啓発活動への協力
に関すること。

（構成）
第３条 スタッフ会は、次に掲げる者（以下「スタ
ッフ」という。）を持って構成する。
(１) 倉吉市各地区自治公民館協議会からの推

薦を得た男女各１名。
(２) 商工関係団体等からの推薦を得た者。
(３) 公募による者。

（リーダー及びサブリーダー）
第４条 スタッフ会にリーダー及びサブリーダー
を置く。

２ リーダー及びサブリーダーは、スタッフの互
選によりこれを定める。

３ リーダーは、スタッフ会の会務を総理し、スタ
ッフ会を代表する。

４ サブリーダーは、リーダーを補佐し、リーダー
に事故あるときはその職務を代理する。

（任期）
第５条 スタッフの任期は、１年とする。
２ スタッフは、再任することができる。
（庶務）
第６条 スタッフ会に関する庶務は、男女共同参
画に関する事務を所管する部において処理する。

（その他）
第７条 この要綱に定めるもののほか必要な事項
は、市長が別に定める。

附則
この告示は、平成 21年４月１日から施行する。

附則
この要綱は、平成 23年４月１日から施行する。

附則
この告示は、平成 30年４月１日から施行する。
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資料５
倉吉市男女共同参画推進まちづくり表彰要綱
（目的）

第１条 この要綱は、倉吉市男女共同参画推進条
例（平成16年倉吉市条例第30号。以下「条例」と
いう。）第３条に規定する基本理念にのっとり、
男女の固定的役割分担意識の是正その他の男女
共同参画社会の実現に向け貢献した市民及び事
業者を表彰することにより、男女共同参画社会
の形成に対する市民及び事業者の一層の関心と
意欲を高め、豊かで活力のある男女共同参画社
会の実現に資することを目的とする。
（定義）

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、
条例において使用する用語の例による。
（表彰対象者）

第３条 表彰の対象となる者（以下「対象者」とい
う。）は、男女共同参画社会の推進に関し、次の
いずれかに該当する取組を積極的に行っている
市民及び事業者とする。
(１) 自治公民館その他の地域活動で男女が対
等な構成員として社会参画に努めること、男
女の固定的役割分担意識の是正に努めること
その他の男女共同参画社会の実現に向け貢献
する取組

(２) 一人ひとりの個性と能力が発揮される機
会を確保するための能力開発、人材育成等又
は家庭生活と仕事の両立に向けた環境整備に
貢献する取組

(３) その他男女共同参画社会の実現に努め、
及び貢献する取組

２ 前項の規定にかかわらず、対象者が次のいず
れかに該当する場合は、原則として表彰の対象
としない。
(１) 同一の取組内容で既にこの表彰を受賞し
たもの

(２) 罰金以上の刑に処せられたもの。ただし、
刑の言渡しの効力を失われたものとされたも
のを除く。

（応募又は推薦）
第４条 表彰は、対象者からの応募又は第三者か
らの推薦があったもののうちから選考し、行う
ものとする。

２ 前項の応募及び推薦は、倉吉市男女共同参画
推進まちづくり表彰応募用紙（別記様式）を提出
することにより行うものとする。
（表彰の基準）

第５条 表彰を受けるもの（以下「被表彰者」とい
う。）の選考基準は、別表に定めるところによる。
（被表彰者の決定）

第６条 市長は、被表彰者を決定しようとすると
きは、倉吉市男女共同参画推進市民会議に諮問
し、その意見を聴くものとする。
（表彰の方法）

第７条 表彰は、倉吉市男女共同参画推進月間に
被表彰者に対し、表彰状を贈呈してこれを行う。

２ 市長は、表彰状の贈呈にあわせて、予算の範囲
内で記念品を添えることができる。
（公表）

第８条 市長は、被表彰者を表彰したときは、広報
への掲載その他の方法により、公表するものと
する。
（補則）

第９条 この要綱に定めるもののほか、表彰に関
し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則
この要綱は、平成 27年２月２日から施行する。

別表
「倉吉市男女共同参画推進まちづくり表彰参考例」

選考基準の概略
※ 次に掲げる参考例に一つでも該当するものが
あれば表彰選考の対象とする。ただし、「倉吉市
男女共同参画推進まちづくり表彰応募用紙」に
記載された活動内容及びこれまでの取組につい
ても選考の対象とする。

１ 自治公民館、ＰＴＡ、老人クラブ等各種市民団
体
（自治公民館）
・ 規約に男女比率の均衡を図ることができ
るような役員の登用規定がある。

・ 自治公民館長又は副館長が女性である。
・ 役員の男女比率のバランスがとれている。
・ この２年～３年、役員の男女比率の均衡
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に向けて努力し、実際に、若干でもバラン
スがとれている。

・ 男女が共に地域活動に参加しやすい環境
づくりに努めるとともに、地域活動（まち
づくり、環境美化、自主防災組織等）に参
加している。

（ＰＴＡ、老人クラブ、市民団体など）
・ 男女の固定的役割分担意識の是正に努め
るなど、男女共同参画社会の実現に貢献し
た。

・ 従来、女性（男性）の登用・参画が進んで
いない分野に進出・参画し、活躍している。
・ 規約に男女比率の均衡を図ることがで
きるような役員の登用規定がある。

・ 役員の３割以上が女性（男性）である。
・ 男女共同参画の視点を取り入れ、まちづ
くり、観光、環境、防災等の分野における
地域課題の解決に向け、取組を推進してい
る。

２ 事業者（企業、自営業者等）
・ 事業者の代表者が女性である。
・ 鳥取県男女共同参画推進企業として認定さ
れている（改正育児・介護休業法に対する就業
規則の整備、男女機会均等法によるセクシャ
ルハラスメント対策が講じられている。）。

・ 子連れで出勤できる体制づくりがある。
・ 女性管理職（店長）の登用を推進している。
・ 採用時に育児・介護をしていても障害にな
らない。
・ 家庭と仕事の両立（ワーク・ライフバランス）
に努めている。

・ 雇用数に男女の差がなくなるよう努めてい
る。

・ 女性の提案による改革等を行っている。
・ 労働条件、業務に男女の差がない。
・ 出産が退職の理由にならない。
・ 男性の育児休暇の取得に努めている。
・ 職員の育児休暇、介護休暇の取得に努め、こ
の２年～３年取得者が増加した。
・ 積極的格差是正措置（ポジティブ・アクショ
ン）を取り入れている。

・ 家族経営協定を締結している。

・ 子どもの参観日等への職員（保護者）の参加
について配慮している。

・ 男女の固定的役割分担意識の是正に努める
など、男女共同参画社会の実現に向け貢献し
た。

３ 個人
・ 男女の固定的役割分担意識の是正に努める
など、男女共同参画社会の実現に貢献した。
・ 従来、女性（男性）の登用・参画が進んでい
ない分野に進出・参画し、活躍している。

・ 男女共同参画の視点を取り入れ、まちづく
り、観光、環境、防災等の分野における地域課
題の解決に向け取組を推進している。

別記様式 略
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資料６
女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
平成 27 年法律第 64号
目次
第１章 総則（第１条―第４条）
第２章 基本方針等（第５条・第６条）
第３章 事業主行動計画等
第１節 事業主行動計画策定指針（第７条）
第２節 一般事業主行動計画等（第８条―第 18

条）
第３節 特定事業主行動計画（第 19 条）
第４節 女性の職業選択に資する情報の公表

（第 20 条・第 21条）
第４章 女性の職業生活における活躍を推進する
ための支援措置（第 22 条―第 29条）
第 5章 雑則（第 30 条―第 33 条）
第 6章 罰則（第 34 条―第 39 条）
附則

第１章 総則
（目的）
第１条 この法律は、近年、自らの意思によって職
業生活を営み、又は営もうとする女性がその個
性と能力を十分に発揮して職業生活において活
躍すること（以下「女性の職業生活における活躍」
という。）が一層重要となっていることに鑑み、
男女共同参画社会基本法（平成 11 年法律第 78
号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進について、その基本原則を定め、
並びに国、地方公共団体及び事業主の責務を明
らかにするとともに、基本方針及び事業主の行
動計画の策定、女性の職業生活における活躍を
推進するための支援措置等について定めること
により、女性の職業生活における活躍を迅速か
つ重点的に推進し、もって男女の人権が尊重さ
れ、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需要
の多様化その他の社会経済情勢の変化に対応で
きる豊かで活力ある社会を実現することを目的
とする。

（基本原則）
第２条 女性の職業生活における活躍の推進は、
職業生活における活躍に係る男女間の格差の実
情を踏まえ、自らの意思によって職業生活を営

み、又は営もうとする女性に対する採用、教育訓
練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他の職業
生活に関する機会の積極的な提供及びその活用
を通じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を
反映した職場における慣行が女性の職業生活に
おける活躍に対して及ぼす影響に配慮して、そ
の個性と能力が十分に発揮できるようにするこ
とを旨として、行われなければならない。

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業
生活を営む女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護
その他の家庭生活に関する事由によりやむを得
ず退職することが多いことその他の家庭生活に
関する事由が職業生活に与える影響を踏まえ、
家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互
の協力と社会の支援の下に、育児、介護その他の
家庭生活における活動について家族の一員とし
ての役割を円滑に果たしつつ職業生活における
活動を行うために必要な環境の整備等により、
男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的
な両立が可能となることを旨として、行われな
ければならない。

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっ
ては、女性の職業生活と家庭生活との両立に関
し、本人の意思が尊重されるべきものであるこ
とに留意されなければならない。

（国及び地方公共団体の責務）
第３条 国及び地方公共団体は、前条に定める女
性の職業生活における活躍の推進についての基
本原則（次条及び第５条第一項において「基本原
則」という。）にのっとり、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関して必要な施策を策定し、
及びこれを実施しなければならない。

（事業主の責務）
第４条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用
し、又は雇用しようとする女性労働者に対する
職業生活に関する機会の積極的な提供、雇用す
る労働者の職業生活と家庭生活との両立に資す
る雇用環境の整備その他の女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組を自ら実施するよ
う努めるとともに、国又は地方公共団体が実施
する女性の職業生活における活躍の推進に関す
る施策に協力しなければならない。
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第２章 基本方針等
（基本方針）
第５条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業
生活における活躍の推進に関する施策を総合的
かつ一体的に実施するため、女性の職業生活に
おける活躍の推進に関する基本方針（以下「基本
方針」という。）を定めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定め
るものとする。
(１) 女性の職業生活における活躍の推進に関
する基本的な方向

(２) 事業主が実施すべき女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関する基本的
な事項

(３) 女性の職業生活における活躍の推進に関
する施策に関する次に掲げる事項
イ 女性の職業生活における活躍を推進する
ための支援措置に関する事項

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るため
に必要な環境の整備に関する事項

ハ その他女性の職業生活における活躍の推
進に関する施策に関する重要事項

(４) 前３号に掲げるもののほか、女性の職業
生活における活躍を推進するために必要な事
項

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議
の決定を求めなければならない。

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決
定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表し
なければならない。

５ 前２項の規定は、基本方針の変更について準
用する。

（都道府県推進計画等）
第６条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都
道府県の区域内における女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する施策についての計画（以
下この条において「都道府県推進計画」という。）
を定めるよう努めるものとする。

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定め
られているときは、基本方針及び都道府県推進
計画）を勘案して、当該市町村の区域内における
女性の職業生活における活躍の推進に関する施
策についての計画（次項において「市町村推進計

画」という。）を定めるよう努めるものとする。
３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又
は市町村推進計画を定め、又は変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。

第３章 事業主行動計画等
第１節 事業主行動計画策定指針

第７条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大
臣は、事業主が女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組を総合的かつ効果的に実施す
ることができるよう、基本方針に即して、次条第
１項に規定する一般事業主行動計画及び第19条
第１項に規定する特定事業主行動計画（次項に
おいて「事業主行動計画」と総称する。）の策定
に関する指針（以下「事業主行動計画策定指針」
という。）を定めなければならない。

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲
げる事項につき、事業主行動計画の指針となる
べきものを定めるものとする。
(１) 事業主行動計画の策定に関する基本的な
事項

(２) 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の内容に関する事項

(３) その他女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組に関する重要事項

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、
事業主行動計画策定指針を定め、又は変更した
ときは、遅滞なく、これを公表しなければならな
い。

第２節 一般事業主行動計画等
（一般事業主行動計画の策定等）
第８条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下
「一般事業主」という。）であって、常時雇用す
る労働者の数が 300 人を超えるものは、事業主
行動計画策定指針に即して、一般事業主行動計
画（一般事業主が実施する女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関する計画をい
う。以下同じ。）を定め、厚生労働省令で定める
ところにより、厚生労働大臣に届け出なければ
ならない。これを変更したときも、同様とする。

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる
事項を定めるものとする。
(１) 計画期間
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(２) 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の実施により達成しようとする目標

(３) 実施しようとする女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の内容及びその実
施時期

３ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更しようとするときは、
厚生労働省令で定めるところにより、採用した
労働者に占める女性労働者の割合、男女の継続
勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的地位に
ある労働者に占める女性労働者の割合その他の
その事業における女性の職業生活における活躍
に関する状況を把握し、女性の職業生活におけ
る活躍を推進するために改善すべき事情につい
て分析した上で、その結果を勘案して、これを定
めなければならない。この場合において、前項第
２号の目標については、採用する労働者に占め
る女性労働者の割合、男女の継続勤務年数の差
異の縮小の割合、労働時間、管理的地位にある労
働者に占める女性労働者の割合その他の数値を
用いて定量的に定めなければならない。

４ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働
省令で定めるところにより、これを労働者に周
知させるための措置を講じなければならない。

５ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画を定め、又は変更したときは、厚生労働
省令で定めるところにより、これを公表しなけ
ればならない。

６ 第１項に規定する一般事業主は、一般事業主
行動計画に基づく取組を実施するとともに、一
般事業主行動計画に定められた目標を達成する
よう努めなければならない。

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の
数が 300 人以下のものは、事業主行動計画策定
指針に即して、一般事業主行動計画を定め、厚生
労働省令で定めるところにより、厚生労働大臣
に届け出るよう努めなければならない。これを
変更したときも、同様とする。

８ 第３項の規定は前項に規定する一般事業主が
一般事業主行動計画を定め、又は変更しようと
する場合について、第４項から第６項までの規
定は前項に規定する一般事業主が一般事業主行

動計画を定め、又は変更した場合について、それ
ぞれ準用する。

（基準に適合する一般事業主の認定）
第９条 厚生労働大臣は、前条第１項又は第７項
の規定による届出をした一般事業主からの申請
に基づき、厚生労働省令で定めるところにより、
当該事業主について、女性の職業生活における
活躍の推進に関する取組に関し、当該取組の実
施の状況が優良なものであることその他の厚生
労働省令で定める基準に適合するものである旨
の認定を行うことができる。

（認定一般事業主の表示等）
第10条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「認
定一般事業主」という。）は、商品、役務の提供
の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引
に用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省
令で定めるもの（次項及び第 14 条第１項におい
て「商品等」という。）に厚生労働大臣の定める
表示を付することができる。

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商
品等に同項の表示又はこれと紛らわしい表示を
付してはならない。

（認定の取消し）
第 11条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の
各号のいずれかに該当するときは、第９条の認
定を取り消すことができる。
(１) 第９条に規定する基準に適合しなくなっ

たと認めるとき。
(２) この法律又はこの法律に基づく命令に違

反したとき。
(３) 不正の手段により第９条の認定を受けた

とき。
（基準に適合する認定一般事業主の認定）
第 12条 厚生労働大臣は、認定一般事業主からの
申請に基づき、厚生労働省令で定めるところに
より、当該事業主について、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に関する取組に関し、当該事業
主の策定した一般事業主行動計画に基づく取組
を実施し、当該一般事業主行動計画に定められ
た目標を達成したこと、雇用の分野における男
女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律
（昭和 47 年法律第 113 号）第 13 条の２に規定
する業務を担当する者及び育児休業、介護休業
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等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す
る法律（平成３年法律第 76 号）第 29 条に規定
する業務を担当する者を選任していること、当
該女性の職業生活における活躍の推進に関する
取組の実施の状況が特に優良なものであること
その他の厚生労働省令で定める基準に適合する
ものである旨の認定を行うことができる。

（特例認定一般事業主の特例等）
第13条 前条の認定を受けた一般事業主（以下「特
例認定一般事業主」という。）については、第８
条第１項及び第７項の規定は、適用しない。

２ 特例認定一般事業主は、厚生労働省令で定め
るところにより、毎年少なくとも１回、女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組の実施
の状況を公表しなければならない。

（特例認定一般事業主の表示等）
第 14 条 特例認定一般事業主は、商品等に厚生労
働大臣の定める表示を付することができる。

２ 第 10 条第２項の規定は、前項の表示について
準用する。

（特例認定一般事業主の認定の取消し）
第 15 条 厚生労働大臣は、特例認定一般事業主が
次の各号のいずれかに該当するときは、第 12 条
の認定を取り消すことができる。
(１) 第11条の規定により第９条の認定を取り
消すとき。

(２) 第12条に規定する基準に適合しなくなっ
たと認めるとき。

(３) 第 13 条第２項の規定による公表をせず、
又は虚偽の公表をしたとき。

(４) 前号に掲げる場合のほか、この法律又は
この法律に基づく命令に違反したとき。

(５) 不正の手段により第12条の認定を受けた
とき。

（委託募集の特例等）
第16条 承認中小事業主団体の構成員である中小
事業主（一般事業主であって、常時雇用する労働
者の数が 300 人以下のものをいう。以下この項
及び次項において同じ。）が、当該承認中小事業
主団体をして女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募
集を行わせようとする場合において、当該承認
中小事業主団体が当該募集に従事しようとする

ときは、職業安定法（昭和 22年法律第 141 号）
第 36条第１項及び第３項の規定は、当該構成員
である中小事業主については、適用しない。

２ この条及び次条において「承認中小事業主団
体」とは、事業協同組合、協同組合連合会その他
の特別の法律により設立された組合若しくはそ
の連合会であって厚生労働省令で定めるもの又
は一般社団法人で中小事業主を直接又は間接の
構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件
に該当するものに限る。）のうち、その構成員で
ある中小事業主に対して女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組を実施するための人
材確保に関する相談及び援助を行うものであっ
て、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該
相談及び援助を適切に行うための厚生労働省令
で定める基準に適合する旨の承認を行ったもの
をいう。

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項
に規定する基準に適合しなくなったと認めると
きは、同項の承認を取り消すことができる。

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募
集に従事しようとするときは、厚生労働省令で
定めるところにより、募集時期、募集人員、募集
地域その他の労働者の募集に関する事項で厚生
労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届け出
なければならない。

５ 職業安定法第37条第２項の規定は前項の規定
による届出があった場合について、同法第５条
の３第１項及び第４項、第５条の４、第 39条、
第 41条第２項、第 42条第１項、第 42条の２、
第 48条の３第１項、第 48条の４、第 50 条第１
項及び第２項並びに第51条の規定は前項の規定
による届出をして労働者の募集に従事する者に
ついて、同法第 40 条の規定は同項の規定による
届出をして労働者の募集に従事する者に対する
報酬の供与について、同法第 50 条第３項及び第
４項の規定はこの項において準用する同条第２
項に規定する職権を行う場合について、それぞ
れ準用する。この場合において、同法第 37 条第
２項中「労働者の募集を行おうとする者」とある
のは「女性の職業生活における活躍の推進に関
する法律第16条第４項の規定による届出をして
労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第
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41 条第２項中「当該労働者の募集の業務の廃止
を命じ、又は期間」とあるのは「期間」と読み替
えるものとする。

６ 職業安定法第 36 条第２項及び第 42 条の３の
規定の適用については、同法第36条第２項中「前
項の」とあるのは「被用者以外の者をして労働者
の募集に従事させようとする者がその被用者以
外の者に与えようとする」と、同法第 42 条の３
中「第 39条に規定する募集受託者」とあるのは
「女性の職業生活における活躍の推進に関する
法律（平成 27 年法律第 64号）第 16 条第４項の
規定による届出をして労働者の募集に従事する
者」とする。

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、
第２項の相談及び援助の実施状況について報告
を求めることができる。

第 17 条 公共職業安定所は、前条第４項の規定に
よる届出をして労働者の募集に従事する承認中
小事業主団体に対して、雇用情報及び職業に関
する調査研究の成果を提供し、かつ、これらに基
づき当該募集の内容又は方法について指導する
ことにより、当該募集の効果的かつ適切な実施
を図るものとする。

（一般事業主に対する国の援助）
第 18 条 国は、第８条第１項若しくは第７項の規
定により一般事業主行動計画を策定しようとする
一般事業主又はこれらの規定による届出をした一
般事業主に対して、一般事業主行動計画の策定、労
働者への周知若しくは公表又は一般事業主行動計
画に基づく措置が円滑に実施されるように相談そ
の他の援助の実施に努めるものとする。

第３節 特定事業主行動計画
第 19 条 国及び地方公共団体の機関、それらの長
又はそれらの職員で政令で定めるもの（以下「特
定事業主」という。）は、政令で定めるところに
より、事業主行動計画策定指針に即して、特定事
業主行動計画（特定事業主が実施する女性の職
業生活における活躍の推進に関する取組に関す
る計画をいう。以下この条において同じ。）を定
めなければならない。

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる
事項を定めるものとする。

(１) 計画期間
(２) 女性の職業生活における活躍の推進に関
する取組の実施により達成しようとする目標

(３) 実施しようとする女性の職業生活におけ
る活躍の推進に関する取組の内容及びその実
施時期

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更しようとするときは、内閣府令で定める
ところにより、採用した職員に占める女性職員
の割合、男女の継続勤務年数の差異、勤務時間の
状況、管理的地位にある職員に占める女性職員
の割合その他のその事務及び事業における女性
の職業生活における活躍に関する状況を把握し、
女性の職業生活における活躍を推進するために
改善すべき事情について分析した上で、その結
果を勘案して、これを定めなければならない。こ
の場合において、前項第２号の目標については、
採用する職員に占める女性職員の割合、男女の
継続勤務年数の差異の縮小の割合、勤務時間、管
理的地位にある職員に占める女性職員の割合そ
の他の数値を用いて定量的に定めなければなら
ない。

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを職員に周知
させるための措置を講じなければならない。

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又
は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなけ
ればならない。

６ 特定事業主は、毎年少なくとも１回、特定事業
主行動計画に基づく取組の実施の状況を公表し
なければならない。

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく
取組を実施するとともに、特定事業主行動計画
に定められた目標を達成するよう努めなければ
ならない。

第４節 女性の職業選択に資する情報の公表
（一般事業主による女性の職業選択に資する情報
の公表）
第 20条 第８条第１項に規定する一般事業主は、
厚生労働省令で定めるところにより、職業生活
を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資
するよう、その事業における女性の職業生活に
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おける活躍に関する次に掲げる情報を定期的に
公表しなければならない。
(１) その雇用し、又は雇用しようとする女性
労働者に対する職業生活に関する機会の提供
に関する実績

(２) その雇用する労働者の職業生活と家庭生
活との両立に資する雇用環境の整備に関する
実績

２ 第８条第７項に規定する一般事業主は、厚生
労働省令で定めるところにより、職業生活を営
み、又は営もうとする女性の職業選択に資する
よう、その事業における女性の職業生活におけ
る活躍に関する前項各号に掲げる情報の少なく
ともいずれか一方を定期的に公表するよう努め
なければならない。

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報
の公表）
第 21 条 特定事業主は、内閣府令で定めるところ
により、職業生活を営み、又は営もうとする女性
の職業選択に資するよう、その事務及び事業に
おける女性の職業生活における活躍に関する次
に掲げる情報を定期的に公表しなければならな
い。
(１) その任用し、又は任用しようとする女性
に対する職業生活に関する機会の提供に関す
る実績

(２) その任用する職員の職業生活と家庭生活
との両立に資する勤務環境の整備に関する実
績

第４章 女性の職業生活における活躍を推進
するための支援措置
（職業指導等の措置等）
第 22 条 国は、女性の職業生活における活躍を推
進するため、職業指導、職業紹介、職業訓練、創
業の支援その他の必要な措置を講ずるよう努め
るものとする。

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活
躍を推進するため、前項の措置と相まって、職業
生活を営み、又は営もうとする女性及びその家
族その他の関係者からの相談に応じ、関係機関
の紹介その他の情報の提供、助言その他の必要
な措置を講ずるよう努めるものとする。

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る
事務の一部を、その事務を適切に実施すること
ができるものとして内閣府令で定める基準に適
合する者に委託することができる。

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する
者又は当該事務に従事していた者は、正当な理
由なく、当該事務に関して知り得た秘密を漏ら
してはならない。

（財政上の措置等）
第 23条 国は、女性の職業生活における活躍の推
進に関する地方公共団体の施策を支援するため
に必要な財政上の措置その他の措置を講ずるよ
う努めるものとする。

（国等からの受注機会の増大）
第 24条 国は、女性の職業生活における活躍の推
進に資するため、国及び公庫等（沖縄振興開発金
融公庫その他の特別の法律によって設立された
法人であって政令で定めるものをいう。）の役務
又は物件の調達に関し、予算の適正な使用に留
意しつつ、認定一般事業主、特例認定一般事業主
その他の女性の職業生活における活躍に関する
状況又は女性の職業生活における活躍の推進に
関する取組の実施の状況が優良な一般事業主
（次項において「認定一般事業主等」という。）
の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施
するものとする。

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般
事業主等の受注の機会の増大その他の必要な施
策を実施するように努めるものとする。

（啓発活動）
第 25条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活
における活躍の推進について、国民の関心と理
解を深め、かつ、その協力を得るとともに、必要
な啓発活動を行うものとする。

（情報の収集、整理及び提供）
第 26条 国は、女性の職業生活における活躍の推
進に関する取組に資するよう、国内外における
女性の職業生活における活躍の状況及び当該取
組に関する情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。

（協議会）
第27条 当該地方公共団体の区域において女性の
職業生活における活躍の推進に関する事務及び
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事業を行う国及び地方公共団体の機関（以下こ
の条において「関係機関」という。）は、第 22 条
第１項の規定により国が講ずる措置及び同条第
２項の規定により地方公共団体が講ずる措置に
係る事例その他の女性の職業生活における活躍
の推進に有用な情報を活用することにより、当
該区域において女性の職業生活における活躍の
推進に関する取組が効果的かつ円滑に実施され
るようにするため、関係機関により構成される
協議会（以下「協議会」という。）を組織するこ
とができる。

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共
団体の区域内において第22条第３項の規定によ
る事務の委託がされている場合には、当該委託
を受けた者を協議会の構成員として加えるもの
とする。

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると
認めるときは、協議会に次に掲げる者を構成員
として加えることができる。
(１) 一般事業主の団体又はその連合団体
(２) 学識経験者
(３) その他当該関係機関が必要と認める者

４ 協議会は、関係機関及び前２項の構成員（以下
この項において「関係機関等」という。）が相互
の連絡を図ることにより、女性の職業生活にお
ける活躍の推進に有用な情報を共有し、関係機
関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実
情に応じた女性の職業生活における活躍の推進
に関する取組について協議を行うものとする。

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団
体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を
公表しなければならない。

（秘密保持義務）
第28条 協議会の事務に従事する者又は協議会の
事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議
会の事務に関して知り得た秘密を漏らしてはな
らない。

（協議会の定める事項）
第 29 条 前２条に定めるもののほか、協議会の組
織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定め
る。

第５章 雑則

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第 30条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し
必要があると認めるときは、第８条第１項に規
定する一般事業主又は認定一般事業主若しくは
特例認定一般事業主である同条第７項に規定す
る一般事業主に対して、報告を求め、又は助言、
指導若しくは勧告をすることができる。

（公表）
第 31 条 厚生労働大臣は、第 20 条第１項の規定
による公表をせず、若しくは虚偽の公表をした
第８条第１項に規定する一般事業主又は第20条
第２項に規定する情報に関し虚偽の公表をした
認定一般事業主若しくは特例認定一般事業主で
ある第８条第７項に規定する一般事業主に対し、
前条の規定による勧告をした場合において、当
該勧告を受けた者がこれに従わなかったときは、
その旨を公表することができる。

（権限の委任）
第 32条 第８条、第９条、第 11 条、第 12 条、第
15条、第 16 条、第 30 条及び前条に規定する厚
生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めると
ころにより、その一部を都道府県労働局長に委
任することができる。

（政令への委任）
第 33条 この法律に定めるもののほか、この法律
の実施のため必要な事項は、政令で定める。

第６章 罰則
第 34 条 第 16 条第５項において準用する職業安
定法第41条第２項の規定による業務の停止の命
令に違反して、労働者の募集に従事した者は、１
年以下の懲役又は 100 万円以下の罰金に処する。

第 35条 次の各号のいずれかに該当する者は、１
年以下の懲役又は 50万円以下の罰金に処する。
(１) 第22条第４項の規定に違反して秘密を漏
らした者

(２) 第28条の規定に違反して秘密を漏らした
者

第 36条 次の各号のいずれかに該当する者は、６
月以下の懲役又は 30万円以下の罰金に処する。
(１) 第16条第４項の規定による届出をしない
で、労働者の募集に従事した者

(２) 第16条第５項において準用する職業安定
法第 37 条第２項の規定による指示に従わな
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かった者
(３) 第16条第５項において準用する職業安定
法第 39条又は第 40条の規定に違反した者

第 37 条 次の各号のいずれかに該当する者は、30
万円以下の罰金に処する。
(１) 第 10 条第２項（第 14 条第２項において
準用する場合を含む。）の規定に違反した者

(２) 第16条第５項において準用する職業安定
法第 50条第１項の規定による報告をせず、又
は虚偽の報告をした者

(３) 第16条第５項において準用する職業安定
法第 50 条第２項の規定による立入り若しく
は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は質
問に対して答弁をせず、若しくは虚偽の陳述
をした者

(４) 第16条第５項において準用する職業安定
法第 51 条第１項の規定に違反して秘密を漏
らした者

第38条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理
人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の
業務に関し、第 34 条、第 36 条又は前条の違反
行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法
人又は人に対しても、各本条の罰金刑を科する。

第 39 条 第 30 条の規定による報告をせず、又は
虚偽の報告をした者は、20 万円以下の過料に処す
る。
附 則 抄
（施行期日）
第１条 この法律は、公布の日から施行する。ただ
し、第３章（第７条を除く。）、第５章（第 28 条
を除く。）及び第６章（第 30 条を除く。）の規定
並びに附則第５条の規定は、平成 28 年４月１日
から施行する。

（この法律の失効）
第２条 この法律は、平成 38 年３月 31 日限り、
その効力を失う。

２ 第22条第３項の規定による委託に係る事務に
従事していた者の当該事務に関して知り得た秘
密については、同条第４項の規定（同項に係る罰
則を含む。）は、前項の規定にかかわらず、同項
に規定する日後も、なおその効力を有する。

３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に
関して知り得た秘密については、第 28 条の規定

（同条に係る罰則を含む。）は、第１項の規定に
かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効
力を有する。

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の
適用については、この法律は、第１項の規定にか
かわらず、同項に規定する日後も、なおその効力
を有する。

（政令への委任）
第３条 前条第２項から第４項までに規定するも
ののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措
置は、政令で定める。

（検討）
第４条 政府は、この法律の施行後３年を経過し
た場合において、この法律の施行の状況を勘案
し、必要があると認めるときは、この法律の規定
について検討を加え、その結果に基づいて必要
な措置を講ずるものとする。

附 則 （平成 29 年３月 31日法律第 14 号） 抄
（施行期日）
第１条 この法律は、平成 29 年４月１日から施行
する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号
に定める日から施行する。
(１) 第１条中雇用保険法第64条の次に１条を
加える改正規定及び附則第 35 条の規定 公
布の日

(２)・(３) 略
(４) 第２条中雇用保険法第 10条の４第２項、
第 58条第１項、第 60条の２第４項、第 76 条
第２項及び第 79条の２並びに附則第 11 条の
２第１項の改正規定並びに同条第３項の改正
規定（「100 分の 50 を」を「100 分の 80 を」
に改める部分に限る。）、第４条の規定並びに
第７条中育児・介護休業法第 53 条第５項及び
第６項並びに第 64 条の改正規定並びに附則
第５条から第８条まで及び第 10条の規定、附
則第 13 条中国家公務員退職手当法（昭和 28
年法律第 182 号）第 10条第 10 項第５号の改
正規定、附則第 14 条第２項及び第 17 条の規
定、附則第 18 条（次号に掲げる規定を除く。）
の規定、附則第 19 条中高年齢者等の雇用の安
定等に関する法律（昭和 46 年法律第 68 号）
第 38 条第３項の改正規定（「第４条第８項」
を「第４条第９項」に改める部分に限る。）、附
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則第 20 条中建設労働者の雇用の改善等に関
する法律（昭和 51年法律第 33号）第 30 条第
１項の表第４条第８項の項、第 32 条の 11 か
ら第 32条の 15まで、第 32 条の 16 第１項及
び第 51 条の項及び第 48 条の３及び第 48 条
の４第１項の項の改正規定、附則第 21条、第
22 条、第 26 条から第 28 条まで及び第 32 条
の規定並びに附則第 33条（次号に掲げる規定
を除く。）の規定 平成 30 年１月１日

（罰則に関する経過措置）
第 34 条 この法律（附則第１条第４号に掲げる規
定にあっては、当該規定）の施行前にした行為に
対する罰則の適用については、なお従前の例に
よる。

（その他の経過措置の政令への委任）
第 35 条 この附則に規定するもののほか、この法
律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定め
る。

附 則 （令和元年６月５日法律第 24 号） 抄
（施行期日）
第１条 この法律は、公布の日から起算して１年
を超えない範囲内において政令で定める日から
施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。
(１) 第３条中労働施策の総合的な推進並びに
労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に
関する法律第４条の改正規定並びに次条及び
附則第６条の規定 公布の日

(２) 第２条の規定 公布の日から起算して３
年を超えない範囲内において政令で定める日

（罰則に関する経過措置）
第５条 この法律の施行前にした行為に対する罰
則の適用については、なお従前の例による。

（政令への委任）
第６条 この附則に定めるもののほか、この法律
の施行に関して必要な経過措置は、政令で定め
る。

（検討）
第７条 政府は、この法律の施行後５年を経過し
た場合において、この法律による改正後の規定
の施行の状況について検討を加え、必要がある
と認めるときは、その結果に基づいて所要の措
置を講ずるものとする。
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資料７
配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関
する法律

（平成十三年法律第三十一号）
最終改正：令和元年法律第四十六号

目次 前文
第一章 総則（第一条・第二条）
第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等
（第二条の二・第二条の三）

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条
―第五条）

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二）
第四章 保護命令（第十条―第二十二条）
第五章 雑則（第二十三条―第二十八条）
第五章の二 補則（第二十八条の二）
第六章 罰則（第二十九条・第三十条）
附則

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と
法の下の平等がうたわれ、人権の擁護と男女平等
の実現に向けた取組が行われている。
ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為

をも含む重大な人権侵害であるにもかかわらず、
被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかっ
た。また、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場
合女性であり、経済的自立が困難である女性に対
して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を
害し、男女平等の実現の妨げとなっている。
このような状況を改善し、人権の擁護と男女平

等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防
止し、被害者を保護するための施策を講ずること
が必要である。このことは、女性に対する暴力を根
絶しようと努めている国際社会における取組にも
沿うものである。
ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保

護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶
者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、
この法律を制定する。

第一章 総則
（定義）
第一条 この法律において「配偶者からの暴力」と
は、配偶者からの身体に対する暴力（身体に対す

る不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及
ぼすものをいう。以下同じ。）又はこれに準ずる
心身に有害な影響を及ぼす言動（以下この項及
び第二十八条の二において「身体に対する暴力
等」と総称する。）をいい、配偶者からの身体に
対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、
又はその婚姻が取り消された場合にあっては、
当該配偶者であった者から引き続き受ける身体
に対する暴力等を含むものとする。

２ この法律において「被害者」とは、配偶者から
の暴力を受けた者をいう。

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出を
していないが事実上婚姻関係と同様の事情にあ
る者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしてい
ないが事実上婚姻関係と同様の事情にあった者
が、事実上離婚したと同様の事情に入ることを
含むものとする。

（国及び地方公共団体の責務）
第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴
力を防止するとともに、被害者の自立を支援す
ることを含め、その適切な保護を図る責務を有
する。

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等
（基本方針）
第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務
大臣及び厚生労働大臣（以下この条及び次条第
五項において「主務大臣」という。）は、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護のための施
策に関する基本的な方針（以下この条並びに次
条第一項及び第三項において「基本方針」とい
う。）を定めなければならない。

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、
次条第一項の都道府県基本計画及び同条第三項
の市町村基本計画の指針となるべきものを定め
るものとする。
一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する基本的な事項

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
のための施策の内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護のための施策の実施に関する重要事項

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更
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しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関
の長に協議しなければならない。

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更
したときは、遅滞なく、これを公表しなければな
らない。

（都道府県基本計画等）
第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該
都道府県における配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護のための施策の実施に関する基本
的な計画（以下この条において「都道府県基本計
画」という。）を定めなければならない。

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事
項を定めるものとする。
一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
に関する基本的な方針

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護
のための施策の実施内容に関する事項

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者
の保護のための施策の実施に関する重要事項

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本
方針に即し、かつ、都道府県基本計画を勘案して、
当該市町村における配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護のための施策の実施に関する基
本的な計画（以下この条において「市町村基本計
画」という。）を定めるよう努めなければならな
い。

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又
は市町村基本計画を定め、又は変更したときは、
遅滞なく、これを公表しなければならない。

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道
府県基本計画又は市町村基本計画の作成のため
に必要な助言その他の援助を行うよう努めなけ
ればならない。

第二章 配偶者暴力相談支援センター等
（配偶者暴力相談支援センター）
第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦
人相談所その他の適切な施設において、当該各
施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機
能を果たすようにするものとする。

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設
において、当該各施設が配偶者暴力相談支援セ
ンターとしての機能を果たすようにするよう努

めるものとする。
３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保護のため、次に掲
げる業務を行うものとする。
一 被害者に関する各般の問題について、相談
に応ずること又は婦人相談員若しくは相談を
行う機関を紹介すること。

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医
学的又は心理学的な指導その他の必要な指導
を行うこと。

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合
にあっては、被害者及びその同伴する家族。次
号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条に
おいて同じ。）の緊急時における安全の確保及
び一時保護を行うこと。

四 被害者が自立して生活することを促進する
ため、就業の促進、住宅の確保、援護等に関す
る制度の利用等について、情報の提供、助言、
関係機関との連絡調整その他の援助を行うこ
と。

五 第四章に定める保護命令の制度の利用につ
いて、情報の提供、助言、関係機関への連絡そ
の他の援助を行うこと。

六 被害者を居住させ保護する施設の利用につ
いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調
整その他の援助を行うこと。

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら
行い、又は厚生労働大臣が定める基準を満たす
者に委託して行うものとする。

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を
行うに当たっては、必要に応じ、配偶者からの暴
力の防止及び被害者の保護を図るための活動を
行う民間の団体との連携に努めるものとする。

（婦人相談員による相談等）
第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要
な指導を行うことができる。

（婦人保護施設における保護）
第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害
者の保護を行うことができる。

第三章 被害者の保護
（配偶者からの暴力の発見者による通報等）
第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者で

45



【資 料】

あった者からの身体に対する暴力に限る。以下
この章において同じ。）を受けている者を発見し
た者は、その旨を配偶者暴力相談支援センター
又は警察官に通報するよう努めなければならな
い。

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行う
に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又
は疾病にかかったと認められる者を発見したと
きは、その旨を配偶者暴力相談支援センター又
は警察官に通報することができる。この場合に
おいて、その者の意思を尊重するよう努めるも
のとする。

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示
罪の規定その他の守秘義務に関する法律の規定
は、前二項の規定により通報することを妨げる
ものと解釈してはならない。

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行う
に当たり、配偶者からの暴力によって負傷し又
は疾病にかかったと認められる者を発見したと
きは、その者に対し、配偶者暴力相談支援センタ
ー等の利用について、その有する情報を提供す
るよう努めなければならない。

（配偶者暴力相談支援センターによる保護につい
ての説明等）

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者
に関する通報又は相談を受けた場合には、必要
に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定によ
り配偶者暴力相談支援センターが行う業務の内
容について説明及び助言を行うとともに、必要
な保護を受けることを勧奨するものとする。

（警察官による被害の防止）
第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴
力が行われていると認めるときは、警察法（昭和
二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法
（昭和二十三年法律第百三十六号）その他の法
令の定めるところにより、暴力の制止、被害者の
保護その他の配偶者からの暴力による被害の発
生を防止するために必要な措置を講ずるよう努
めなければならない。

（警察本部長等の援助）
第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長
（道警察本部の所在地を包括する方面を除く方
面については、方面本部長。第十五条第三項にお

いて同じ。）又は警察署長は、配偶者からの暴力
を受けている者から、配偶者からの暴力による
被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の
申出があり、その申出を相当と認めるときは、当
該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国
家公安委員会規則で定めるところにより、当該
被害を自ら防止するための措置の教示その他配
偶者からの暴力による被害の発生を防止するた
めに必要な援助を行うものとする。

（福祉事務所による自立支援）
第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四
十五号）に定める福祉に関する事務所（次条にお
いて「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭
和二十五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭
和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父子並
びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九
号）その他の法令の定めるところにより、被害者
の自立を支援するために必要な措置を講ずるよ
う努めなければならない。

（被害者の保護のための関係機関の連携協力）
第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県
警察、福祉事務所、児童相談所その他の都道府県
又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被
害者の保護を行うに当たっては、その適切な保
護が行われるよう、相互に連携を図りながら協
力するよう努めるものとする。

（苦情の適切かつ迅速な処理）
第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に
係る職員の職務の執行に関して被害者から苦情
の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを
処理するよう努めるものとする。

第四章 保護命令
（保護命令）
第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力
又は生命等に対する脅迫（被害者の生命又は身
体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をい
う。以下この章において同じ。）を受けた者に限
る。以下この章において同じ。）が、配偶者から
の身体に対する暴力を受けた者である場合にあ
っては配偶者からの更なる身体に対する暴力
（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、
被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消され
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た場合にあっては、当該配偶者であった者から
引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第
一項第二号において同じ。）により、配偶者から
の生命等に対する脅迫を受けた者である場合に
あっては配偶者から受ける身体に対する暴力
（配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後
に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消さ
れた場合にあっては、当該配偶者であった者か
ら引き続き受ける身体に対する暴力。同号にお
いて同じ。）により、その生命又は身体に重大な
危害を受けるおそれが大きいときは、裁判所は、
被害者の申立てにより、その生命又は身体に危
害が加えられることを防止するため、当該配偶
者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等
に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、
又はその婚姻が取り消された場合にあっては、
当該配偶者であった者。以下この条、同項第三号
及び第四号並びに第十八条第一項において同
じ。）に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるも
のとする。ただし、第二号に掲げる事項について
は、申立ての時において被害者及び当該配偶者
が生活の本拠を共にする場合に限る。
一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、
被害者の住居（当該配偶者と共に生活の本拠
としている住居を除く。以下この号において
同じ。）その他の場所において被害者の身辺に
つきまとい、又は被害者の住居、勤務先その他
その通常所在する場所の付近をはいかいして
はならないこと。

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、
被害者と共に生活の本拠としている住居から
退去すること及び当該住居の付近をはいかい
してはならないこと。

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一
号の規定による命令を発する裁判所又は発した
裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は
身体に危害が加えられることを防止するため、
当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、
同号の規定による命令の効力が生じた日から起
算して六月を経過する日までの間、被害者に対
して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはな
らないことを命ずるものとする。
一 面会を要求すること。

二 その行動を監視していると思わせるような
事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこ
と。

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。
四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを
得ない場合を除き、連続して、電話をかけ、フ
ァクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電
子メールを送信すること。

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時か
ら午前六時までの間に、電話をかけ、ファクシ
ミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを
送信すること。

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は
嫌悪の情を催させるような物を送付し、又は
その知り得る状態に置くこと。

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知
り得る状態に置くこと。

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若し
くはその知り得る状態に置き、又はその性的
羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付
し、若しくはその知り得る状態に置くこと。

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者
がその成年に達しない子（以下この項及び次項
並びに第十二条第一項第三号において単に「子」
という。）と同居しているときであって、配偶者
が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動を行
っていることその他の事情があることから被害
者がその同居している子に関して配偶者と面会
することを余儀なくされることを防止するため
必要があると認めるときは、第一項第一号の規
定による命令を発する裁判所又は発した裁判所
は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に
危害が加えられることを防止するため、当該配
偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の
規定による命令の効力が生じた日から起算して
六月を経過する日までの間、当該子の住居（当該
配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。
以下この項において同じ。）、就学する学校その
他の場所において当該子の身辺につきまとい、
又は当該子の住居、就学する学校その他その通
常所在する場所の付近をはいかいしてはならな
いことを命ずるものとする。ただし、当該子が十
五歳以上であるときは、その同意がある場合に
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限る。
４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者
が被害者の親族その他被害者と社会生活におい
て密接な関係を有する者（被害者と同居してい
る子及び配偶者と同居している者を除く。以下
この項及び次項並びに第十二条第一項第四号に
おいて「親族等」という。）の住居に押し掛けて
著しく粗野又は乱暴な言動を行っていることそ
の他の事情があることから被害者がその親族等
に関して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため必要があると認めるとき
は、第一項第一号の規定による命令を発する裁
判所又は発した裁判所は、被害者の申立てによ
り、その生命又は身体に危害が加えられること
を防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力
が生じた日以後、同号の規定による命令の効力
が生じた日から起算して六月を経過する日まで
の間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活
の本拠としている住居を除く。以下この項にお
いて同じ。）その他の場所において当該親族等の
身辺につきまとい、又は当該親族等の住居、勤務
先その他その通常所在する場所の付近をはいか
いしてはならないことを命ずるものとする。

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳
未満の子を除く。以下この項において同じ。）の
同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被
後見人である場合にあっては、その法定代理人
の同意）がある場合に限り、することができる。

（管轄裁判所）
第十一条 前条第一項の規定による命令の申立て
に係る事件は、相手方の住所（日本国内に住所が
ないとき又は住所が知れないときは居所）の所
在地を管轄する地方裁判所の管轄に属する。

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次
の各号に掲げる地を管轄する地方裁判所にもす
ることができる。
一 申立人の住所又は居所の所在地
二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対す
る暴力又は生命等に対する脅迫が行われた地

（保護命令の申立て）
第十二条 第十条第一項から第四項までの規定に
よる命令（以下「保護命令」という。）の申立て
は、次に掲げる事項を記載した書面でしなけれ

ばならない。
一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等
に対する脅迫を受けた状況

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は
配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた後
の配偶者から受ける身体に対する暴力により、
生命又は身体に重大な危害を受けるおそれが
大きいと認めるに足りる申立ての時における
事情

三 第十条第三項の規定による命令の申立てを
する場合にあっては、被害者が当該同居して
いる子に関して配偶者と面会することを余儀
なくされることを防止するため当該命令を発
する必要があると認めるに足りる申立ての時
における事情

四 第十条第四項の規定による命令の申立てを
する場合にあっては、被害者が当該親族等に
関して配偶者と面会することを余儀なくされ
ることを防止するため当該命令を発する必要
があると認めるに足りる申立ての時における
事情

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警
察職員に対し、前各号に掲げる事項について
相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実
の有無及びその事実があるときは、次に掲げ
る事項
イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当
該警察職員の所属官署の名称

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた
日時及び場所

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容
ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた
措置の内容

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項
第五号イからニまでに掲げる事項の記載がない
場合には、申立書には、同項第一号から第四号ま
でに掲げる事項についての申立人の供述を記載
した書面で公証人法（明治四十一年法律第五十
三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたも
のを添付しなければならない。

（迅速な裁判）
第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事
件については、速やかに裁判をするものとする。
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（保護命令事件の審理の方法）
第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立
ち会うことができる審尋の期日を経なければ、
これを発することができない。ただし、その期日
を経ることにより保護命令の申立ての目的を達
することができない事情があるときは、この限
りでない。

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまで
に掲げる事項の記載がある場合には、裁判所は、
当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属
官署の長に対し、申立人が相談し又は援助若し
くは保護を求めた際の状況及びこれに対して執
られた措置の内容を記載した書面の提出を求め
るものとする。この場合において、当該配偶者暴
力相談支援センター又は当該所属官署の長は、
これに速やかに応ずるものとする。

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項
の配偶者暴力相談支援センター若しくは所属官
署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援
助若しくは保護を求められた職員に対し、同項
の規定により書面の提出を求めた事項に関して
更に説明を求めることができる。

（保護命令の申立てについての決定等）
第十五条 保護命令の申立てについての決定には、
理由を付さなければならない。ただし、口頭弁論
を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を
示せば足りる。

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又
は相手方が出頭した口頭弁論若しくは審尋の期
日における言渡しによって、その効力を生ずる。

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速
やかにその旨及びその内容を申立人の住所又は
居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長
に通知するものとする。

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配
偶者暴力相談支援センターの職員に対し相談し、
又は援助若しくは保護を求めた事実があり、か
つ、申立書に当該事実に係る第十二条第一項第
五号イからニまでに掲げる事項の記載があると
きは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発
した旨及びその内容を、当該申立書に名称が記
載された配偶者暴力相談支援センター（当該申
立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援セ

ンターが二以上ある場合にあっては、申立人が
その職員に対し相談し、又は援助若しくは保護
を求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援セ
ンター）の長に通知するものとする。

５ 保護命令は、執行力を有しない。
（即時抗告）
第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対
しては、即時抗告をすることができる。

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を
及ぼさない。

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の
取消しの原因となることが明らかな事情がある
ことにつき疎明があったときに限り、抗告裁判
所は、申立てにより、即時抗告についての裁判が
効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の停止
を命ずることができる。事件の記録が原裁判所
に存する間は、原裁判所も、この処分を命ずるこ
とができる。

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定
による命令の効力の停止を命ずる場合において、
同条第二項から第四項までの規定による命令が
発せられているときは、裁判所は、当該命令の効
力の停止をも命じなければならない。

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を
申し立てることができない。

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定によ
る命令を取り消す場合において、同条第二項か
ら第四項までの規定による命令が発せられてい
るときは、抗告裁判所は、当該命令をも取り消さ
なければならない。

７ 前条第四項の規定による通知がされている保
護命令について、第三項若しくは第四項の規定
によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁
判所がこれを取り消したときは、裁判所書記官
は、速やかに、その旨及びその内容を当該通知を
した配偶者暴力相談支援センターの長に通知す
るものとする。

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場
合並びに抗告裁判所が保護命令を取り消した場
合について準用する。

（保護命令の取消し）
第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護
命令の申立てをした者の申立てがあった場合に
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は、当該保護命令を取り消さなければならない。
第十条第一項第一号又は第二項から第四項まで
の規定による命令にあっては同号の規定による
命令が効力を生じた日から起算して三月を経過
した後において、同条第一項第二号の規定によ
る命令にあっては当該命令が効力を生じた日か
ら起算して二週間を経過した後において、これ
らの命令を受けた者が申し立て、当該裁判所が
これらの命令の申立てをした者に異議がないこ
とを確認したときも、同様とする。

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の
規定による命令を発した裁判所が前項の規定に
より当該命令を取り消す場合について準用する。

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前
二項の場合について準用する。

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の
申立て）

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令
が発せられた後に当該発せられた命令の申立て
の理由となった身体に対する暴力又は生命等に
対する脅迫と同一の事実を理由とする同号の規
定による命令の再度の申立てがあったときは、
裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている
住居から転居しようとする被害者がその責めに
帰することのできない事由により当該発せられ
た命令の効力が生ずる日から起算して二月を経
過する日までに当該住居からの転居を完了する
ことができないことその他の同号の規定による
命令を再度発する必要があると認めるべき事情
があるときに限り、当該命令を発するものとす
る。ただし、当該命令を発することにより当該配
偶者の生活に特に著しい支障を生ずると認める
ときは、当該命令を発しないことができる。

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の
規定の適用については、同条第一項各号列記以
外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一
号、第二号及び第五号に掲げる事項並びに第十
八条第一項本文の事情」と、同項第五号中「前各
号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号
に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」
と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに
掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号
に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」

とする。
（事件の記録の閲覧等）
第十九条 保護命令に関する手続について、当事
者は、裁判所書記官に対し、事件の記録の閲覧若
しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付
又は事件に関する事項の証明書の交付を請求す
ることができる。ただし、相手方にあっては、保
護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方
を呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手
方に対する保護命令の送達があるまでの間は、
この限りでない。

（法務事務官による宣誓認証）
第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支
局の管轄区域内に公証人がいない場合又は公証
人がその職務を行うことができない場合には、
法務大臣は、当該法務局若しくは地方法務局又
はその支局に勤務する法務事務官に第十二条第
二項（第十八条第二項の規定により読み替えて
適用する場合を含む。）の認証を行わせることが
できる。

（民事訴訟法の準用）
第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を
除き、保護命令に関する手続に関しては、その性
質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第
百九号）の規定を準用する。

（最高裁判所規則）
第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護
命令に関する手続に関し必要な事項は、最高裁
判所規則で定める。

第五章 雑則
（職務関係者による配慮等）
第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保
護、捜査、裁判等に職務上関係のある者（次項に
おいて「職務関係者」という。）は、その職務を
行うに当たり、被害者の心身の状況、その置かれ
ている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障害の有
無等を問わずその人権を尊重するとともに、そ
の安全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をし
なければならない。

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被
害者の人権、配偶者からの暴力の特性等に関す
る理解を深めるために必要な研修及び啓発を行
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うものとする。
（教育及び啓発）
第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止に関する国民の理解を深めるため
の教育及び啓発に努めるものとする。

（調査研究の推進等）
第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保護に資するため、
加害者の更生のための指導の方法、被害者の心
身の健康を回復させるための方法等に関する調
査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材の
養成及び資質の向上に努めるものとする。

（民間の団体に対する援助）
第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者から
の暴力の防止及び被害者の保護を図るための活
動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行う
よう努めるものとする。

（都道府県及び市の支弁）
第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用
を支弁しなければならない。
一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる
業務を行う婦人相談所の運営に要する費用
（次号に掲げる費用を除く。）

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相
談所が行う一時保護（同条第四項に規定する
厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託
して行う場合を含む。）に要する費用

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱
する婦人相談員が行う業務に要する費用

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護
（市町村、社会福祉法人その他適当と認める
者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴
い必要な事務に要する費用

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱す
る婦人相談員が行う業務に要する費用を支弁し
なければならない。

（国の負担及び補助）
第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都
道府県が前条第一項の規定により支弁した費用
のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものに
ついては、その十分の五を負担するものとする。

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げ
る費用の十分の五以内を補助することができる。

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁し
た費用のうち、同項第三号及び第四号に掲げ
るもの

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用

第五章の二 補則
（この法律の準用）
第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章
までの規定は、生活の本拠を共にする交際（婚姻
関係における共同生活に類する共同生活を営ん
でいないものを除く。）をする関係にある相手か
らの暴力（当該関係にある相手からの身体に対
する暴力等をいい、当該関係にある相手からの
身体に対する暴力等を受けた後に、その者が当
該関係を解消した場合にあっては、当該関係に
あった者から引き続き受ける身体に対する暴力
等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準
用する。この場合において、これらの規定中「配
偶者からの暴力」とあるのは「第二十八条の二に
規定する関係にある相手からの暴力」と読み替
えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の
中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲
げる字句に読み替えるものとする。
（表） 略

第六章 罰則
第二十九条 保護命令（前条において読み替えて
準用する第十条第一項から第四項までの規定に
よるものを含む。次条において同じ。）に違反し
た者は、一年以下の懲役又は百万円以下の罰金
に処する。

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規
定により読み替えて適用する場合を含む。）又は
第二十八条の二において読み替えて準用する第
十二条第一項（第二十八条の二において準用す
る第十八条第二項の規定により読み替えて適用
する場合を含む。）の規定により記載すべき事項
について虚偽の記載のある申立書により保護命
令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処
する。

附 則〔抄〕
（施行期日）
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【資 料】

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月
を経過した日から施行する。ただし、第二章、第
六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分
に限る。）、第七条、第九条（配偶者暴力相談支援
センターに係る部分に限る。）、第二十七条及び
第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から
施行する。

（経過措置）
第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談
所に対し被害者が配偶者からの身体に対する暴
力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求
めた場合における当該被害者からの保護命令の
申立てに係る事件に関する第十二条第一項第四
号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適
用については、これらの規定中「配偶者暴力相談
支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とす
る。

（検討）
第三条 この法律の規定については、この法律の
施行後三年を目途として、この法律の施行状況
等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づい
て必要な措置が講ぜられるものとする。

附 則〔平成十六年法律第六十四号〕
（施行期日）
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月
を経過した日から施行する。

（経過措置）
第二条 この法律の施行前にしたこの法律による
改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律（次項において「旧法」という。）
第十条の規定による命令の申立てに係る同条の
規定による命令に関する事件については、なお
従前の例による。

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せら
れた後に当該命令の申立ての理由となった身体
に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危
害を及ぼすものと同一の事実を理由とするこの
法律による改正後の配偶者からの暴力の防止及
び被害者の保護に関する法律（以下「新法」とい
う。）第十条第一項第二号の規定による命令の申
立て（この法律の施行後最初にされるものに限
る。）があった場合における新法第十八条第一項

の規定の適用については、同項中「二月」とある
のは、「二週間」とする。

（検討）
第三条 新法の規定については、この法律の施行
後三年を目途として、新法の施行状況等を勘案
し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な
措置が講ぜられるものとする。

附 則〔平成十九年法律第百十三号〕〔抄〕
（施行期日）
第一条 この法律は、公布の日から起算して六月
を経過した日から施行する。

（経過措置）
第二条 この法律の施行前にしたこの法律による
改正前の配偶者からの暴力の防止及び被害者の
保護に関する法律第十条の規定による命令の申
立てに係る同条の規定による命令に関する事件
については、なお従前の例による。

附 則〔平成二十五年法律第七十二号〕〔抄〕
（施行期日）
１ この法律は、公布の日から起算して六月を経
過した日から施行する。

附 則〔平成二十六年法律第二十八号〕〔抄〕
（施行期日）
第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から
施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当
該各号に定める日から施行する。
一 略
二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十
条まで、第十二条及び第十五条から第十八条
までの規定 平成二十六年十月一日

附 則〔令和元年法律第四十六号〕〔抄〕
（施行期日）
第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行
する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各
号に定める日から施行する。
一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規
定 公布の日

二 第二条（次号に掲げる規定を除く。）の規定
並びに次条及び附則第三条の規定 令和四年
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【資 料】

四月一日
三 第二条中児童福祉法第十二条の改正規定
（同条第四項及び第六項に係る部分並びに同
条第一項の次に一項を加える部分に限る。）及
び同法第十二条の五の改正規定 令和五年四
月一日
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【資 料】

資料８

倉吉市男女共同参画推進市民会議委員
（任期：令和元年５月24日～令和３年５月23日）

（50音順）

№ 氏 名 所 属 等 備 考

１ 相見 槻子 倉吉市人権教育研究会 会長

２ 荒瀧 美由紀 公募等

３ 植木 洋 鳥取短期大学

４ 江原 剛 有識者

５ 河﨑 紀子 公募等

６ 小谷 清美 倉吉市立中学校長会 副会長

７ 柴田 耕志 倉吉商工会議所

８ 徳井 幸弘 倉吉市公民館連絡協議会

９ 中尾 美千代 公募等

10 福田 義克 倉吉市自治公民館連合会

11 福井 靖子 倉吉男女共同参画推進会議

12 向井 久美子 ＪＡ鳥取中央女性会
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男女共同参画関係の歴史

S20(1945) ■ 国際連合誕生

S21(1946) ■ 史上初の婦人参政権確立 ■ 婦人の地位委員会発足
■ 「日本国憲法」公布

S29(1954) ■ 倉吉市連合婦人会結成

S42(1967) ■ 「婦人に対する差別撤廃宣言」採択

S47(1972) ■ 1975年を国際婦人年とすることを宣言
S49(1974) ■ 倉吉市婦人連絡会結成
S50(1975) ■ 「婦人問題企画推進本部」設置 ■ 国際婦人年世界会議開催

　　　内閣総理大臣が本部長 　　　メキシコシティ：第１回世界女性会議

■ 総理府婦人問題担当室業務開始 ■ 「世界行動計画」採択
■ 育児休業奨励金制度発足 ■ 1975-'85年を「国連婦人の10年」と決定
■ 国際婦人年記念日本婦人問題会議開催

S51(1976) ■ 「民法等の一部を改正する法律」施行 ■ 「国連婦人の10年」始まる
　　（離婚復氏制度） ■ ＩLO（国際労働機関）事務局に

　婦人労働問題担当室設置
S52(1977) ■ 「国内行動計画」策定

■ 「国内行動計画前期重点目標」決定
■ 国立婦人教育会館開館

S54(1979) ■ 第34回国連総会「女子差別撤廃条約」採択
S55(1980) ■ 「女子差別撤廃条約」署名 ■ 国連婦人の10年中間年世界会議開催

■ 「民法及び家事審判法の一部を改正する法律」 　　　コペンハーゲン：第２回世界女性会議

　　（配偶者の相続分引き上げ等） ■ 「女子差別撤廃条約」署名式開催（75カ国）

S56(1981) ■ 「国内行動計画後期重点目標」決定 ■ 「女子差別撤廃条約」発効
男 ■ ILO156号条約採択
女 S57(1982) ■ 倉吉市婦人団体連絡協議会結成
共 S59(1984) ■ アジア・太平洋地域婦人国際シンポジウム開催
同 ■ 「国籍法及び戸籍法の一部を改正する法律」成立
参 　　（国籍の父母両系主義等）

画
間 S60(1985) ■ 「国民年金法等の一部を改正する法律」成立 ■ 国連婦人の10年最終年世界会議開催
係 　　（女性の年金権の確立） 　　　ナイロビ：第３回世界女性会議

の ■ 「男女雇用機会均等法」成立 ■ 「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略」採択

歴 ■ 「女子差別撤廃条約」批准
史

S61(1986) ■ 「男女雇用機会均等法」施行

S62(1987) ■ 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」策定

S63(1988) ■ 「婦人週間40周年記念全国会議」開催

H2(1990) ■ 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」 ■ 国連経済社会理事会
　見直し方針決定 「婦人の地位向上のためのナイロビ将来戦略に関する

　第１回見直しと評価に伴う勧告及び結論」採択

H3(1991) ■ 「西暦2000年に向けての新国内行動計画」
　第１次改定

H4(1992) ■ 「育児休業法」施行
■ 婦人問題担当大臣任命（内閣官房長官兼任）
■ 「農村漁村の女性に対する中長期ビジョン」発表

H5(1993) ■ 「パートタイム労働法」施行
■ 中学校において技術・家庭科の男女履修

H6(1994) ■ 倉吉市婦人連絡会を倉吉市女性連絡会に改称 ■ 総理府に男女共同参画室を設置 ■ ESCAP地域準備会議「ジャカルタ宣言」
■ 男女共同参画審議会を設置 （地域行動計画を含む）採択
■ 男女共同参画推進本部を設置
■ 法制審議会民法部会

　選択的夫婦別姓の導入を含む試案を了承
■ 高等学校において、家庭科の男女履修

H7(1995) ■ 生涯学習促進総合事業における「男女共同 ■ 育児休業法を大幅改正し「育児・介護休業法」成立

参画社会づくりモデル市町村事業」の指定 ■ 「ILO156号条約（家族的責任を有する男女労 ■ 第4回世界女性会議開催（北京）

　　（市教育委員会生涯学習センター） 　働者の機会及び待遇の均等に関する条約）」 　　「北京宣言及び行動綱領」採択

■ 倉吉市女性問題意識調査 　批准 ■ 国連人権委員会
　　「女性に対する暴力をなくす決議」採択

H8(1996) ■ 企画部企画課女性政策担当設置 ■ 「男女共同参画2000年プラン」策定 ■ 第83回ILO総会

倉吉市
KURAYOSHI

日本
JAPAN

世界
WORLD
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■ 女性交流室設置（生涯学習センター内） ■ 男女共同参画推進連携会議 　　「家内労働に関する条約及び勧告」採択

■ 女性活動アドバイザー設置 　（えがりてネットワーク）発足
■ 「くらよし男女共同参画プラン」策定 ■ 選択的夫婦別姓の導入等民法改正法案要綱を
■ 「倉吉市あらゆる差別をなくする総合計画」策定 決定・答申

　　(第３章男女共同参画社会の実現）

H9(1997) ■ 「男女雇用機会均等法」改正（H11年施行） ■ 第41回婦人の地位向上委員会開催（ニューヨーク）

■ 「介護保険法」成立（H12年施行）
■ 総理府「男女共同参画審議会」設置

H11(1999) ■ 倉吉市男女共同参画推進懇話会設置 ■ 「男女共同参画社会基本法」成立・施行 ■ 「女性に対する暴力撤廃国際日(11月25日)」制定
■ 倉吉市における男女共同参画の現状と ■ 「食料・農業・農村基本法」成立・施行 　　　国連総会

対策について中間報告 ■ 「女性に対する暴力のない社会を目指して」
　　男女共同参画審議会答申

H12(2000) ■ 女性政策の推進から男女共同参画推進に変更 ■ 「児童虐待防止法」成立・施行 ■ 国連特別総会「女性2000年会議」（ニュヨーク）

■ 倉吉市男女共同参画推進懇話会開催 ■ 「ストーカー行為規制法」成立・施行 「政治宣言」「北京宣言及び行動綱領実施のための更なる

■ 第２次男女共同参画プラン策定に係る市民意識調査 ■ 「女性に対する暴力に関する基本的方策について」 　行動とイニシアチブ」採択

■ 「第２次くらよし男女共同参画プラン」策定 　　男女共同参画審議会答申 ■ 「女性差別撤廃条約選択議定書」発効
■ 「男女共同参画基本計画策定に当たっての

　基本的な考え方」男女共同参画審議会答申

■ 「男女共同参画基本計画」策定
■ 「男女共同参画週間について」決定

H13(2001) ■ 鳥取県男女共同参画センター「よりん彩」 ■ 男女共同参画会議設置
倉吉未来中心に設置 ■ 内閣府男女共同参画局設置

■ 第２次くらよし男女共同参画プランを ■ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の
市ホームページで公開 　保護に関する法律」施行

男 ■ 「男女共同参画週間」開始
女 ■ 「仕事と子育ての両立支援策の方針について」
共 　閣議決定
同 ■ 「女性に対する暴力をなくす運動について」
参 　男女共同参画推進本部決定
画
間 H14(2002) ■ 「少子化対策プラスワン」決定
係
の H15(2003) ■ 生活環境部人権局人権政策課男女共同参画係設置 ■ 「女性のチャレンジ支援策の推進について」 ■ 女子差別撤廃条約履行状況に関する
歴 ■ 「倉吉市男女共同参画推進条例づくりを 　男女共同参画推進本部決定 我が国の報告書審議
史 　すすめる会」開催 ■ 男女共同参画社会の将来都市像検討会開催

■ 男女共同参画「フォーラム」開催 ■ 「次世代育成支援対策推進法」成立
（倉吉市・鳥取県男女共同参画センタ ー「よりん彩」共催）

■ 男女共同参画都市宣言

H16(2004) ■ 倉吉市男女共同参画推進条例をつくる会開催 ■ 「女性国家公務員の採用登用の拡大等について」
　　（市民公募18名） 　男女共同参画推進本部決定

■ 市内全地区公民館（関金を含む）会場において ■ 男女共同参画基本計画を男女共同参画会議に諮問
市民の意見集約 ■ 「配偶者暴力防止法」改正

■ 「倉吉市男女共同参画推進条例」制定 ■ 「配偶者暴力防止法」に基づく基本方針」策定

H17(2005) ■ 「倉吉市男女共同参画推進条例」施行 ■ 「男女共同参画基本計画改定に当たっての ■ 国連「北京＋10」世界閣僚級会合（ニューヨーク）

■ 倉吉市男女共同参画推進月間(フォーラム)開催 　基本的な考え方-男女がともに輝く社会へ-」
■ 第３次くらよし男女共同参画プラン策定委員会開催 　男女共同参画会議答申
■ 倉吉市男女共同参画推進本部、幹事会開催 ■ 「男女共同参画基本計画（第２次）」策定
■ 倉吉市男女共同参画推進市民会議開催

H18(2006) ■ 「第３次くらよし男女共同参画プラン」策定 ■ 「国の審議会等における女性委員の登用の ■ 第1回東アジア男女共同参画担当大臣会合(東京)

　促進について」男女共同参画推進本部決定
■ 「男女雇用機会均等法」改正
■ 「女性の再チャレンジ支援プラン」策定

H19(2007) ■ くらよし男女共同参画推進スタッフ設置 ■ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に ■ 第2回東アジア男女共同参画担当大臣会合(ニューデリー)

　関する法律」改正
■ 「短時間労働者の雇用管理の改善等に関する

　法律」改正
■ 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

　ンス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進の
　ための行動指針」策定

H20(2008) ■ 「女性の参画加速プログラム」
　男女共同参画推進本部

■ 「DV防止法」改正
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男女共同参画関係の歴史

倉吉市
KURAYOSHI

日本
JAPAN

世界
WORLD

H21(2009) ■ くらよし男女共同参画推進スタッフ設置要綱 ■ 「次世代育成支援対策推進法」改正
■ 倉吉市男女共同参画講演会

H22(2010) ■ 倉吉市男女共同参画推進月間開催 ■ APEC第15回女性リーダーズネットワーク ■ 国連「北京＋15」記念会合（ニューヨーク）

■ 市民との協働による「女性塾」開催 （WLN）会合
■ 第８回男女共同参画担当者ネットワーク

（GFPN）会合
■ 「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラ

　ンス）憲章」及び「仕事と生活の調和推進の
　ための行動指針」改定

■ 「第３次男女共同参画基本計画」策定

H23(2011) ■ 「第４次くらよし男女共同参画プラン」策定 ■ UN Women 正式発足

男 H24(2012) ■ 「『女性の活躍促進による経済活性化』行動 ■ 第56回国連婦人の地位委員会
女 　計画」策定 「自然災害におけるジェンダー平等と女性の
共 　エンパワーメント」決議案採択
同
参 H25(2013) ■ 市役所内における推進方策の決定 ■ 若者・女性活躍推進フォーラムの開催、提言
画 ■ 「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等
間 　に関する法律」改正（平成26年１月施行）
係 ■ 「日本再興戦略」(平成25年６月14日閣議決定）
の 　の中核に「女性の活躍推進」を位置づけ
歴
史 H26(2014) ■ 「倉吉市男女共同参画推進まちづくり表彰 ■ 「日本再興戦略」改定2014（閣議決定）に ■ 第58回国連婦人の地位委員会

 要綱」の制定 　「『女性が輝く社会』の実現」を掲げる 「自然災害におけるジェンダー平等と女性の
■ 女性が輝く社会に向けた国際シンポジウム エンパワーメント」決議案採択

（WAW！Tokyo2014）開催

H27(2015) ■ 「女性活躍加速のための重点方針 2015」策定 ■ 国連「北京＋20」記念会合
■ 「女性の職業生活における活躍の推進に関する （第59回国連婦人の地位委員会（ニューヨーク））

　法律」公布 ■ 第３回国連防災世界会議（仙台）
■ 「第４次男女共同参画基本計画」策定 「仙台防災枠組」採択
■ 安保理決議1325号の履行に関する「女性・ ■ UN Women日本事務所開設

平和・安全保障に関する行動計画」策定 ■ 「持続可能な開発のためのアジェンダ」
（ＳＤＧｓ）採択（目標５：ジェンダー平等を

達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う）

H28(2016) ■ 「第５次くらよし男女共同参画プラン」策定 ■ 女子差別撤廃条約実施状況第７回及び第８回
報告審議

■ 「育児・介護休業法」及び「男女雇用機会均等
法」等の改正

■ Ｇ７伊勢・志摩サミット「女性の能力開花の
ためのＧ７行動指針」及び「女性の理系キャ
リア促進のためのイニシアティブ（ＷＩＮＤＳ）」
に合意

H29(2017) ■ 刑法改正（強姦罪の構成要件及び法定刑の見直し等）

H30(2018) ■ 「第５次くらよし男女共同参画プラン」改定 ■ 「政治分野における男女共同参画の推進に
関する法律」公布・施行

■ 「セクシュアル・ハラスメント対策の強化につ
いて　～メディア・行政間での事案発生を受け
ての緊急対策～」の策定

R1(2019) ■ 日本女性会議2022大会開催決定 ■ 女性活躍推進法改正 ■ Ｇ20大阪首脳宣言

R2(2020) ■ 「第5次男女共同参画基本計画」策定 ■ 国連「北京＋25」記念会合
（第64回国連女性の地位委員会（ニューヨーク））

R3(2021) ■ 「第6次くらよし男女共同参画プラン」策定

57



公務員（市町村）の管理職に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　奈良県橿原市　　　54 人／ 125 人 43.2％

２　愛知県北名古屋市　29 人／   78 人 37.2％

３　富山県砺波市　　　71 人／ 192 人 37.0％

全国ランキング（平均：15.6％）

公務員（市町村）の係長相当職に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　秋田県男鹿市　　9 人／ 9 人 100.0％

２　石川県加賀市　153 人／ 208 人 73.6％

３　愛知県弥富市　　41 人／ 57 人 71.9％

全国ランキング（平均：34.1％）

鳥取県内市町村女性参画状況

見える化マップ

男性公務員（市町村）の育児休業取得率

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　東京都調布市　108.1％

２　埼玉県志木市　100.0％

３　東京都狛江市　  90.9％

全国ランキング

審議会等委員に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　福岡県北九州市　646 人／ 1243 人 52.0％

２　宮城県富谷市　　  93 人／ 185 人 50.3％

３　静岡県掛川市　　238 人／ 502 人 47.4％

全国ランキング（平均 28.4％）

市町村防災会議委員に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　静岡県掛川市　　15 人／ 32 人 46.9％

２　三重県鈴鹿市　　19 人／ 44 人 43.2％

３　福岡県北九州市　24 人／ 56 人 42.9％

全国ランキング（平均 10.7％）

自治会長に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　大阪府高槻市　　282 人／ 1036 人 27.2％

２　沖縄県宜野湾市　6 人／ 23 人 26.1％

３　東京都調布市　　86 人／ 341 人 25.2％

全国ランキング（平均 3.8％）

令和元年度

内閣府男女共同参画局では、「女性活躍推進法」に基づく国・地方公共団体の女性活躍に関する取組み状況などを

地図データを用いて可視化する「見える化マップ」を WEB サイトで公開している。そのうち、市町村における女

性参画状況について鳥取県内市町村の情報は以下のとおりとなっている。
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市町村長又は副市長村長の女性の有無

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

ランキングデータなし

全国ランキング

市町村議会議員に占める女性の割合

30% 以上

20% ～ 30% 未満

10% ～ 20％未満

10% 未満

0％

対象者なし

公表なし・データなし

１　北海道江別市　　12 人／ 25 人 48.0％

１　東京都東村山市　12 人／ 25 人 48.0％

３　東京都武蔵野市　12 人／ 26 人 46.2％

全国ランキング（平均：16.6％）

市町村議会における出産に伴う欠席規定の有無

明文規定がある

運用上認めている

運用上も認めていない

過去に事例がない

公表なし・データなし

ランキングデータなし

全国ランキング

市町村議会における女性が活躍しやすい環境の整備

①・②・③いずれも実施

①・②・③のうち２つを実施

①・②・③のうち 1 つだけ実施

いずれも実施していない

①議員の利用できる保育施設等の設
　置・提供
②議員の利用できる授乳室等を設置・
　提供
③議員に対するセクシュアル・ハラ
　スメント防止に関する研修を実施

ランキングデータなし

全国ランキング

男女共同参画に関する計画策定状況

策定済み

策定していないが、
今後策定予定

策定していない

ランキングデータなし

全国ランキング

女性委員がゼロの市町村の審議会等の割合

25% 以上

20% ～ 25% 未満

15% ～ 20％未満

15% 未満

0％

公表なし・データなし

１　山梨県上野原市　13 ／ 24　54.2％

２　北海道夕張市　　  9 ／ 18　50.0％

３　千葉市いすみ市　12 ／ 26　46.2％

全国ランキング（平均 14.9％）

鳥取県内市町村女性参画状況

見える化マップ
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